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第 1部 序論 

第 1章 研究背景 

第 1節 健康寿命の延伸におけるフレイルの重要性 

 世界的に人口の高齢化が進んでおり、高齢者の健康問題が大きな関心事となっている。

世界保健機関（World Health Organization：WHO）は高齢者の健康に関わる新たな指

標として「健康寿命」を取り入れており、健康寿命を「平均寿命から寝たきりや認知症

など介護状態の期間を差し引いた期間」と定義している(WHO, 2020)。寝たきりや認知

症により要介護状態となると、本人の QOL が低下するだけでなく、家族や国の医療・

介護システムに大きな負担となるため(Kyu et al., 2018; 厚生労働省, 2020b)、要介護状

態になることを予防し、健康寿命を延伸させることが喫緊の課題となっている。 

厚生労働省によると、高齢者における死亡の原因は、悪性新生物、心疾患、肺炎、脳

血管疾患などが主であるのに対し、要介護状態となる原因は高齢による衰弱や転倒・骨

折、認知機能の低下、関節疾患などが多くを占めている(厚生労働省, 2020a, 2020c)。す

なわち、要介護状態となる原因は疾患というよりも加齢による心身機能の低下が大きな

原因と言える(鈴木, 2015)。 

近年、老年学の分野において、「フレイル」という概念が大きな注目を集めている。

フレイルは高齢期に生理的予備能が低下することでストレスに対する脆弱性が亢進し

た状態をいい、生活機能障害、要介護状態、死亡などの転帰に陥りやすいことが報告さ

れている(Cesari et al., 2016; Fried et al., 2001; Vermeiren et al., 2016)。高齢者の多く

は、突然要介護状態に移行するのではなく、このフレイルという中間的な段階を経て

徐々に要介護状態に陥ると考えられている(日本老年医学会, 2014)。一方で、フレイル

には可逆性があることが知られている(Cesari et al., 2016; Fried et al., 2001)。国内の研

究を対象としたメタアナリシスにおいて、フレイル者の 13.7％が健常へと状態が改善

したことが報告されており(G. Kojima et al., 2019)、たとえフレイルになったとしても

改善が可能であることが示されている。健康寿命の延伸において、フレイルを予防もし
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くは改善することが重要な戦略とされている。 

第 2節 高齢者の健康における活動の重要性 

高齢者の健康において、日常生活の中で実施している活動（Activity）が重要な因子

として注目されている。本論文で用いる“活動”は、Lawton の階層的活動能力モデル

(Lawton, 1972)における「手段的自立」、「状況対応」、「社会的役割」のレベルに相

当する活動であり、身体的な活動のみならず知的活動や他者との交流も含めた活動を意

味している。この Lawton の階層的活動能力モデルは高齢者の生活機能を複雑さにより

7 段階に分類したモデルであり（図 1）、高齢者の日常生活における活動のレベルを分

類する際に用いられている。当該モデルにおける「手段的自立」は地域で生活する際に

独立して生活する基礎的な活動能力であり、交通機関を利用した外出、日用品の買い物、

調理、金銭の管理能力などを指す。「状況対応」は余暇活動や学習活動、創造性などの

活動能力を、「社会的役割」は他者や社会への関わりについての活動能力を指す(Lawton, 

1972)。 

 

図 1. Lawton の階層的活動能力モデル 

先行研究では、身体活動(McPhee et al., 2016; Stenner et al., 2020)や知的活動(Kurita 

et al., 2019; Yates et al., 2016)、文化的活動(Poli et al., 2017)、社会参加(Carver et al., 

2018; Kanamori et al., 2014)、仕事(Chaaya et al., 2009; Stav et al., 2012)、余暇活動
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(Fancourt et al., 2021)などの様々な活動を調査しており、これらの活動が身体機能、認

知機能、精神的健康などの心身機能や、フレイル、認知症、転倒などのリスクと関連す

ることが報告されている。しかしながら、これらの研究は活動ごとに健康アウトカムと

の関連を検討しており、日常生活における一部の活動しか対象としていない。 

一方で、特定の活動に焦点を当てるのではなく、活動全体に焦点を当て健康アウトカ

ムとの関連を検討した研究も報告されている。Menec ら（2003）や Lee HY ら（2018）

は、それぞれ 18 種類と 12 種類の活動を調査し、実施していた活動の種類数が多いほ

ど幸福感や心身機能が良好であり、うつのリスクや死亡率が低かったことを報告してい

る。また、Verghese ら（2003）は 17 種類の活動を調査し、1 週間の間にこれらの活動

を実施していた日数（頻度）の合計が多いほど、認知症のリスクが低かったことを報告

している。このように、日常生活における活動全体の実施状況が高齢者の健康アウトカ

ムに関連することが示されている。しかしながら、活動の種類や頻度の合計といった指

標では活動の全体量は評価できるものの、活動間の相対的な関係性は考慮できておらず、

一部の活動に偏って実施していたのか、幅広い活動を偏りなく実施していたのかは検討

できていない。ある一部の活動に偏って実施している者と、幅広い活動を偏りなく実施

している者では健康アウトカムに違いがある可能性がある（図 2）。 
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図 2．活動の実施状況についての例 

例 1 と例 2 では活動の種類数（5 種類）と実施日数の合計（17 日）は同じだが（A, 

C）、各活動間の相対的関係性（偏りのなさ）が異なる（B, D）。例 1 では、5 種類の

活動について偏りなく均等に実施しているのに対し、例 2 では一部の活動に偏って実施

している。この 2 例で健康アウトカムに違いはないのかについて検討の余地があると考

える。 

 

第 3節 活動の実施状況における多様性指標の活用 

生態学の分野では、生態系の調査において生物の種の種類数だけでなく、種の“多様

性”が重要とされており、特定の領域に生息する種の多様性について研究が行われてい

る(Cardinale et al., 2012)。種の多様性の概念にはα多様性、β多様性、γ多様性の 3 つ

の階層があり、α多様性は特定の領域内の多様性について、β多様性は領域間の多様性
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について、γ多様性は領域内と領域間の両方の多様性を含む概念と定義されている

(Whittaker, 1972)。特に領域内の多様性であるα多様性では、多様性を種の“豊富さ（種

類数の多さ）”と“均等度（各種間の個体数の等しさ）”と定義されており、多様性を評価

する様々な指標が考案されている。代表的な多様性の指標として Simpson の指標と

Shannon の指標があり(Lande, 1996; 大垣, 2008)、多様性の程度を表す多様性スコアが

計算される。 

Simpson の指標による多様性スコアは、以下の式で計算される(Simpson, 1949)。 

Simpson の多様性スコア = 1 −∑𝑃𝑖
2

𝑚

𝑖=1

 

m は発見した種類数、Pi は発見した全個体数における種類 i の個体が占める割合であ

る。Simpson の多様性スコアは特定の領域を調査した際に、たまたま発見した 2 個体

が同じ種に属する確率、つまり、同じ種を発見するか、その都度異なる種を発見するか、

そのどちらに偏っているかの程度を表している。 

一方、Shannon の指標による多様性スコアは、情報学の分野で考案された“情報量”とい

う概念に基づく指標であり、以下の式で計算される(Shannon, 1948)。 

Shannon の多様性スコア = −∑𝑃𝑖(𝑙𝑜𝑔 𝑃𝑖)

𝑚

𝑖=1

 

m は発見した種類数、Pi は発見した全個体数における種類 i の個体が占める割合であ

る。情報学では、発生確率が低い事象ほど、起きると分かったときに得られる情報量が

多いとされ、発生確率の対数を取って情報量が定義される。この情報量に発生確率を乗

ずることで情報量の期待値を算出し、その合計が Shannon の多様性スコアを構成して

いる。このように、生態学の分野では種類の単純な合計数だけでなく、種類間の相対的

な関係性（偏りのなさ）も考慮することが重要とされており、多くの研究で多様性指標

を用いた検討が行われている。 

多様性の指標は生態学以外の分野でも活用されており、ストレッサーの多様性
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(Koffer et al., 2016)、感情の多様性(Quoidbach et al., 2014)、腸内細菌の多様性

(Zouiouich et al., 2021)などで用いられており、単純な全体量とは別に、多様性という

観点からの検証の重要性が示されている。これらの先行研究と同様に、活動の実施状況

の評価においても多様性指標を用いることで、高齢者の健康維持・増進において従来の

指標では解明できていなかった新たな知見をもたらす可能性がある。実際に、Lee S ら

（2018）は、Shannon の指標を用いて高齢者における 7 種類の活動（仕事、子供の世

話、家事、レジャー、身体的活動、ボランティア、同居以外の他者の世話）の多様性を

評価し、活動の多様性が高い者ほど精神的健康状態が良好であったことを報告している。

このように、活動の多様性は高齢者の精神的健康と関連することが示されているが、精

神的健康以外の健康アウトカムにも関連する可能性が考えられる。しかし、これまでに

活動の多様性との関連が検討された健康アウトカムは精神的健康のみであり、フレイル

との関連は検討されていない。活動の多様性はフレイル対策において重要な因子である

可能性があり、活動の多様性とフレイルの発生や改善との関連が明らかになれば、フレ

イルの新たな解決策の開発に繋がる可能性がある。 

 

第 2章 本研究の目的 

本研究では、活動の多様性がフレイルの予防および改善に寄与するか解明することを

目的とした。この目的を達成するために、まず活動多様性の評価票の開発を行い、その

再検査信頼性と構成概念妥当性を検証した（第 2 部）。次に、高齢者における活動多様

性の実態を把握するために、都市部在住高齢者において活動多様性を評価し、多様性ス

コアの得点分布や性別・年代（前期高齢者、後期高齢者）別による多様性スコアの違い、

各活動の実施割合について検討を行った（第 3 部）。最後に、都市部在住高齢者におい

て活動の多様性がフレイルに関連するか横断的に検討し、さらに、フレイルの予防およ

び改善にも寄与するのか縦断的にも検討を行った（第 4 部）。 
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第 2部 高齢者における活動多様性の評価方法の確立 

第 1章 活動多様性評価票の作成 

第 1節 目的 

 第 2 部全体における目的は、活動多様性の評価方法を確立することとし、第 1 章では

心理学的手法を用いて活動多様性の評価票を作成することを目的とした。 

第 2節 方法  

 本研究における“活動多様性”の構成概念は、「高齢者における一般的な活動（Lawton

の階層的活動能力モデルにおける手段的自立以上のレベルの活動）の、種類の“多さ”と

“偏りのなさ”」と定義する。この構成概念を反映した評価票とするために、以下の手順

を経て評価票の作成を行った。まず、高齢者の活動についてシステマティックレビュー

を行った先行研究(Adams et al., 2010; Gomersall et al., 2011; Morrow-Howell et al., 

2014)から高齢者において一般的な活動を収集した。次に、収集した活動を基に高齢者

領域の専門家（老年学：2 名、応用健康科学：2 名、社会学：1 名）と協議を行い、活動

多様性評価票の原案を作成した。最後に、事前調査として東京都健康長寿医療センター

研究所（東京都板橋区）で主催している健康運動教室に通う 65 歳以上の高齢者 18 名

（男性 4 名、女性 14 名）に活動多様性評価票の原案をみせ、原案の項目は妥当か、過

不足はないか、回答の困難さなどの意見を求めた。 

第 3節 結果 

 専門家との協議により作成した活動多様性評価票の原案は、18 項目（屋内の家事、

屋外の家事、おしゃれ、テレビ視聴、ゲーム、ギャンブル、友人・知人、同居していな

い親族との直接的な交流、友人・知人、同居していない親族との間接的な交流、身体活

動を伴う趣味・余暇活動、比較的身体活動を伴わない趣味・余暇活動、地域・ボランテ

ィア活動、収入を伴う仕事、孫・親戚や近隣の子どもなどの世話、介護、動物の世話、

通院、自動車の運転、公共交通機関の利用）となった。また、事前調査において対象者

から出てきた意見より、「ラジオ聴取」、「ショッピング」の項目も追加した。さらに、
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「自動車の運転」の項目について、バイクの運転も行うことがあるとの意見があり、当

該の項目を「自動車・バイクの運転」に修正した。事前調査では、作成された評価票に

回答が難しいと答えた者はおらず、全ての対象者で回答が可能であった。以上より最終

的な評価票の項目は 20 項目となった。作成した活動多様性評価票（Activity Diversity 

Questionnaire：ADQ）を表 1 に示す。対象者には「あなたは、次の活動を最近 1 週間

にどれくらい行いましたか」と聞き、「ほとんど毎日」「2 日に 1 回」「週に 1～2 回」

「ほとんどない」の 4 件法で実施頻度の回答を求める形とした。 
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表 1．活動多様性評価票（Activity Diversity Questionnaire：ADQ） 

問 あなたは、次の活動を最近 1 週間にどれくらい行いましたか。(各項目ひとつだけ○印) 

  ほ
と
ん
ど
毎
日 

2

日
に

1

回 
週
に

1

～

2

回 

ほ
と
ん
ど
な
い 

１）屋内の家事  

 （例 炊事、洗濯、掃除、食器洗いなど） 
3 2 1 0 

２）屋外の家事  

 （例 日用品の買い物、庭の手入れ、植物の世話、家屋の修繕など） 
3 2 1 0 

３）おしゃれ 

 （例 外出着に着替える、化粧、ひげそり・手入れ、整髪など） 
3 2 1 0 

４）テレビ視聴 

 （ＤＶＤ、ネット配信番組、パソコンや携帯電話でのネットを含む） 
3 2 1 0 

５）ラジオ聴取 

 （作業中、移動中の聴取も含む） 
3 2 1 0 

６）ゲーム  

 （例 将棋、囲碁、麻雀、テレビゲーム、携帯ゲーム、パズルなど） 
3 2 1 0 

７）ギャンブル 

 （例 パチンコ、競馬、競艇、競輪、宝くじなど） 
3 2 1 0 

８）ショッピング 

 （例 衣類、趣味の道具、書籍、家具、家電などの日用品以外の買い物） 
3 2 1 0 

９）友人・知人、同居していない親族との直接的な交流 

 （例 会話や食事、相談にのるなど） 
3 2 1 0 

10）友人・知人、同居していない親族との間接的な交流 

 （例 手紙、電話、メール、スカイプなど） 
3 2 1 0 

11）身体活動を伴う趣味・余暇活動 

 （例 テニス、ランニング、ダンス、ウォーキング、体操など） 
3 2 1 0 

12）比較的身体活動を伴わない趣味・余暇活動 

（例 お茶、お花、読書、音楽鑑賞・演奏、歌唱、学習、パソコンなど） 
3 2 1 0 

13）地域・ボランティア活動  

 （例 地域行事、自治会活動、老人会を含む） 
3 2 1 0 

14）収入を伴う仕事 

（パート、アルバイト、非常勤職員、臨時職員、シルバー人材派遣を含む） 
3 2 1 0 

15）孫、親戚や近隣の子どもなどの世話  
3 2 1 0 
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 （例 勉強を教える、一緒に遊ぶ、一緒にでかける、送り迎えなど） 

16）介護 

 （例 身の回りの世話、食事の世話、通院などの付き添いなど） 
3 2 1 0 

17）動物の世話  

 （例 散歩、食事の準備、一緒に遊ぶ、毛づくろいなど） 
3 2 1 0 

18）通院  

 （歯科医院、鍼灸、整骨院、マッサージを含む） 
3 2 1 0 

19）自動車・バイクの運転  

 （自転車は除く） 
3 2 1 0 

20）公共交通機関の利用 

 （例 電車、バス、タクシーなど） 
3 2 1 0 
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第 4節 考察 

ADQ の最終的な項目は全部で 20 項目となった。対象者報告型アウトカム尺度の評

価における国際基準である Consensus-based Standards for the selection of health status 

Measurement Instruments （COSMIN）(L. B. Mokkink et al., 2010)では、内容的妥当

性に関するチェックポイントとして、①評価票の全項目が構成概念の側面を反映してい

るか、②評価票の全項目が目的とする母集団と関連しているか、③構成概念が包括的に

評価票の項目に反映されているかなどのポイントが示されている。①については、先行

研究のレビューや高齢者領域の専門家との協議から本評価票の項目内容を決定してお

り、活動多様性の構成概念を考慮した内容となっていると思われる。②については、本

評価票の調査対象である地域在住高齢者において、項目の妥当性や回答可能性の検証を

行っており、項目内容に過不足がなく妥当であることや、評価対象である高齢者におい

ても回答が可能であることを確認した。③について、Adams ら（2010）は高齢者の活

動に関する先行研究のシステマティックレビューを行っており、高齢者の活動は 7 つの

基本ドメイン（社会的活動、余暇活動、生産活動、身体的活動、知的/文化的活動、個人

的活動、スピリチュアル/奉仕活動）に分類できることを報告している。Gomersall ら

（2011）は、高齢者に対し 300 の活動を調査し、それらを 9 つのドメイン（家事、身

体活動、安静時間、スクリーン時間、セルフケア、社会文化的活動、移動、仕事/勉強/

パソコン、睡眠）に分類している。また、Morrow-Howell ら（2014）は活動の基本ドメ

インとして、個人での余暇活動、集団での余暇活動、市民/地域活動、身体活動、屋内

の家事、屋外の家事、仕事/パソコン作業、個人間の交流/他者への援助に加え、通院も

報告している。このように、本評価票の項目は先行研究で報告されている基本ドメイン

を全て含んでおり（睡眠は全ての高齢者で実施していると考えられるため本評価票に含

まれていない）、高齢者の活動全体を評価可能な指標であるといえる。また、ADQ 特

有の項目としては、ギャンブルがあげられる。日本ではギャンブルが身近であるとされ

ており(Komoto, 2014)、成人の 18.4％がパチンコを、12.1％が競馬を行っているとした
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報告もある(Ida et al., 2009)。そのため、ギャンブルも高齢者の活動の一部として項目

に含んだ。これらより、本評価票の項目は構成概念が包括的に反映されていると思われ

る。以上から、本評価票は COSMIN における内容的妥当性に関するチェックポイント

を考慮した適切な手順を踏んで作成されており、内容的妥当性が担保された評価票とな

ったと思われる。 

 

第 2章 活動多様性評価票の再検査信頼性と構成概念妥当性の検証 

第 1節 目的 

第 1 章で作成した活動多様性評価票（ADQ）の再検査信頼性と構成概念妥当性を地

域在住高齢者において検証することを目的とした。 

第 2節 方法 

活動多様性評価票の再検査信頼性の検証 

1）対象者 

 対象者は、東京都板橋区と新宿区で活動する自主グループ（2 グループ）に所属する

都市部在住高齢者とした。対象とした自主グループは介護予防を主目的としており、週

に 1 回、介護予防体操を中心に活動を行うグループであった。取り込み基準は 65 歳以

上の高齢者とした。また、調査期間中に生活状況が安定していたことを確認するために、

対象者に「最近 1 週間以内に生活の変化はありましたか（引っ越し、体調不良、旅行な

ど）」と質問し、「変化なし」、「わずかな変化あり」、「大きな変化あり」のいずれ

かで回答を求めた。この質問に「大きな変化あり」と回答した者は、生活状況の変化が

多様性スコアに影響をもたらす可能性が考えられたため、除外対象とした。その他、読

み書きが困難な者は除外した。すべての対象者に対し、研究の詳細と参加のメリット・

デメリットの説明を行い、書面にて同意を得た。本研究は早稲田大学の倫理委員会の承

認を得て実施した（承認番号：2019－095、実施承認日：2019 年 6 月 23 日）。 
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2）研究デザイン・調査項目 

調査は 1 週間のインターバル期間を設け、2 度の調査（調査１、調査 2）を実施し

た。調査 1、2 において、ADQ を用いて活動の多様性を評価した。その他、対象者の

基本特性として、年齢、性別、教育年数を調査 1 で聴取した。各調査は自主グループ

の普段の活動終了後にそれぞれのグループの活動会場で実施した。2 回の調査では評

価条件（会場、時間帯、教示方法、評価票の記載内容）を変えずに、活動多様性の評価

を行った。 

3）活動多様性の評価 

活動は第 2 部の第 1 章で作成した ADQ を用いて評価した(Takahashi et al., 2020)。

参加者には ADQ の 20 の活動項目について「次の活動を１週間にどれくらい行いまし

たか」と聞き、「3：ほとんど毎日」、「2：2 日に 1 回」、「1：週に 1～2 回」、「0：

ほとんどない」の 4 件法で回答を求め、頻度に合わせて 0-3 点の頻度得点を割り振っ

た。 

次に、Simpson の指標と Shannon の指標を用いて、実施していた活動の多様性を評

価した。 

➢ Simpson の指標 

以下の式に則り、実施していた活動における Simpson の多様性スコアを算出した

(Simpson, 1949)。 

Simpson の多様性スコア = 1 −∑𝑃𝑖
2

𝑚

𝑖=1

 

m は調査対象とした全活動の種類数（＝20）、i は各活動、Pi は実施していた全活動の

頻度得点の合計に占める活動 i の頻度得点の割合である。Simpson の多様性スコアは 0

～1 未満の範囲をとり、実施していた活動が 1 種類に集中していれば 0、全ての種類の

活動を同じ割合で実施していればスコアは 1 に近づく（1 にはならない）。全活動に

おける頻度得点の合計が多いほど、スコアは 1 に近づく。 
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➢ Shannon の指標 

以下の式に則り、実施していた活動における Shannon の多様性スコアを算出した

(Shannon, 1948)。 

Shannon の多様性スコア = −(
1

𝑙𝑜𝑔𝑚
)∑𝑃𝑖(𝑙𝑜𝑔𝑃𝑖)

𝑚

𝑖=1

 

m は調査対象とした全活動の種類数（＝20）、i は各活動、Pi は実施していた全活動の

頻度得点の合計に占める活動 i の頻度得点の割合である。Shannon の多様性スコアは 0

～1 の範囲をとり、実施していた活動が 1 種類に集中していれば 0、全ての種類の活動

を同じ割合で実施していればスコアは 1 となる。全活動における頻度得点の合計によ

らず、実施していた活動の種類数と活動の偏りのなさのみでスコアが決定する。 

実際に図 3 に示した例について、各指標による多様性スコアの算出を行う。まず、

Simpson の指標について、活動の総数（ｍ）は 5。活動 1 の実施割合（P1）は、全活動

の頻度得点の合計（10）に占める活動 1 の頻度得点（3）の割合となるため、3/10 とな

る。その他の 4 つの活動における実施割合も同様に算出する（実施していない活動につ

いては、Pi＝0 とする）。これらを前述の Simpson 指標の式と Shannon 指標の式に代

入すると、Simpson の多様性スコアと Shannon の多様性スコアはそれぞれ 0.78 と 0.97

となる。また、前述の図 2 の例では、例 1 における Simpson の多様性スコアと Shannon

の多様性スコアはそれぞれ 0.80、0.89、例 2 における Simpson の多様性スコアと

Shannon の多様性スコアはそれぞれ 0.65、0.69 となる。 
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図 3．活動多様性の例 

4）統計解析 

調査 1、2 における多様性スコア（Simpson 指標、Shannon 指標）について、級内相

関係数（intraclass correlation coefficients：ICC）を求め再検査信頼性を検討した。ICC

は、二元混合効果モデルを用いて算出した。ICC の判定基準は先行研究(Koo et al., 2016)

に則り、ICC が 0.50 未満を不良、ICC が 0.50 から 0.75 未満を中等度、ICC が 0.75 か

ら 0.90 未満を良好、0.90 以上を非常に良好な信頼性と既定した。すべての解析は IBM 

SPSS version 23.0 を用いた。有意水準は 5％とした。 

 

活動多様性評価票の構成概念妥当性の検証 

1）対象者 

 対象者は「お達者健診コホート 2011」における 2018 年調査の参加者とした。お達者

健診コホート 2011 は東京都健康長寿医療センター研究所（東京都板橋区）で行われて

いるコホート研究であり、東京都板橋区の対象 9 地域に在住の 65 歳以上の高齢者を対

象としおり、毎年 9―10 月に会場調査と郵送調査を行っている。本コホート研究は 2011

年に対象地域の 65-89 歳の高齢者約 7000 名を住民基本台帳より抽出し、介護施設など

に入所している者を除いて招待状を郵送し研究への参加を募っている。また、2015 年

を除き、対象地域で新たに 65 歳となる高齢者も毎年取り込んでいる(Kawai et al., 2018; 

0

1

2

3

頻
度

得
点
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Kera et al., 2018)。本研究の取り込み基準は 65 歳以上の高齢者とし、除外基準は認知症

の既往を持つ者、活動の多様性と外的基準（後述）についての評価ができなかった者と

した。すべての対象者に対し、研究の詳細と参加のメリット・デメリットの説明を行い、

書面にて同意を得た。本研究は東京都健康長寿医療センターの倫理委員会の承認を得て

実施した（承認番号：2018-16、実施承認日：2018 年 6 月 25 日）。 

2）調査項目 

活動の多様性は ADQ を用いて対面聞き取り方式により評価し、前述の方法により

Simpson の多様性スコアと Shannon の多様性スコアを算出した。ADQ の構成概念妥当

性の検証について、外的基準として老研式活動能力指標（Tokyo Metropolitan Institute 

of Gerontology Index of Competence：TMIG-IC）(Koyano, 1991)と JST 版活動能力指

標（Japan Science and Technology Agency Index of Competence：JST-IC）(Iwasa et al., 

2015)を用いた。TMIG-IC と JST-IC は Lawton の階層的活動能力モデル(Lawton, 1972)

における高次生活機能の手段的自立以上の生活機能を評価する指標であり、JST-IC は

TMIG-IC と比較し、より高次の生活機能を評価することを目的として作成されている

(Iwasa et al., 2015)。その他、年齢、性別、既往歴（脳卒中、心疾患、糖尿病、うつ）、

主観的経済状況（ゆとりがある、苦労している）、世帯構成（同居、独居）を対面聞き

取り方式により聴取した。 

3）統計解析 

多様性スコア（Simpson 指標、Shannon 指標）と TMIG-IC および JST-IC のスコア

との相関を、Spearman の相関係数を用いて求めた。Spearman の相関係数ｒが 0.2 未満

をほとんど関連がない、ｒが 0.2～0.4 未満を弱い相関、ｒが 0.4～0.7 未満を中等度の

相関、0.7 以上を強い相関があると既定した。 

予想される ADQ と外的基準との相関の程度について、本研究における“活動多様性”

の構成概念は「高齢者における一般的な活動（Lawton の階層的活動能力モデルにおけ

る手段的自立以上のレベルの活動）の、種類の“多さ”と“偏りのなさ”」と定義しており、
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ADQ と TMIG-IC および JST-IC は対象としている活動レベルが一致している。一方

で、TMIG-IC と JST-IC が高齢者における活動の“実施能力”を評価対象としているの

に対し(Iwasa et al., 2015; Koyano, 1991)、ADQ は活動の“実施状況”を評価対象にして

いる点や、ADQ では Simpson や Shannon の指標を用いた多様性スコアを用いている

点で TMIG-IC や JST-IC と違いがあり、総合的な観点から ADQ と TMIG-IC および

JST-IC における相関は中等度（相関係数 r=0.4～0.7）を示すと仮定した。また、JST-

IC は TMIG-IC と比べ、より高次レベルの活動である「状況対応」や「社会的役割」に

含まれる活動を主な評価対象としており、ADQ においても趣味や余暇活動、仕事、社

会参加などといった「状況対応」や「社会的役割」に分類される活動が多く含まれてい

るため、ADQ は TMIG-IC よりも JST-IC との相関が強いと仮定した。 

すべての解析は IBM SPSS version 23.0 を用いた。有意水準は 5％とした。 

 

第 3節 結果 

活動多様性評価票の信頼性について 

対象者は 30 名（全員女性）、年齢の中央値は 77（範囲：69-92）歳、平均教育年数

は 11.7（標準偏差：1.9）年であった。調査期間中に日常生活に大きな変化があったと

回答した者はいなかった。表 2 に調査 1、2 における Simpson および Shannon の多様

性スコアと級内相関係数（ICC）を示す。Simpson の多様性スコアは調査 1 および調査 

2 ではそれぞれ平均 0.87（標準偏差 0.09）、0.88（0.06）であり、ICC は 0.78（95％信

頼区間：0.48-0.91、<0.01）であった。Shannon の多様性スコアは調査 1 および調査 2

ではそれぞれ 0.73（0.14）、0.76（0.11）であり、ICC は 0.84（95％信頼区間: 0.63-0.93、

P < 0.01)であった。 
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表 2．活動多様性評価票における再検査信頼性 

  
調査 1   調査 2   再検査信頼性 

P 
Mean (SD)   Mean (SD)   ICC (95% CI) 

Simpson の 

多様性スコア 
0.87 (0.09)  0.88 (0.06)  0.78 (0.48-0.91) <0.01 

Shannon の 

多様性スコア 
0.73 (0.14)  0.76 (0.11)  0.84 (0.63-0.93) <0.01 

SD：standard deviation、ICC：intraclass correlation coefficients、CI：confidence interval 

 

活動多様性評価票の構成概念妥当性について 

対象者のフローチャートを図 4 に、対象者特性を表 3 に示す。対象者はデータ欠損者

3 名（TMIG-IC 未評価）が除外され、最終的に 766 名（女性 60.4％）が解析対象者と

なった。年齢中央値は 73.5（範囲 65-91）歳で、Simpson の多様性スコアの平均が 0.88

（標準偏差 0.04）、Shannon の多様性スコアの平均が 0.74（0.09）であった。外的基準

である TMIG-IC、JST-IC との相関係数ｒは、Simpson 指標でそれぞれ r=0.42（p＜

0.01）、r=0.54（p＜0.01）、Shannon 指標でそれぞれ r=0.42（p＜0.01）、r=0.55（p

＜0.01）であった（表 4）。 

 

 

図 4．対象者のフローチャート 
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表 3．対象者特性（n=766） 

   n (％) 

年齢, 中央値（範囲） 73.5 ( 65–91 ) 

女性 463 ( 60.4 ) 

既往歴     

 脳卒中 51 ( 6.7 ) 

 心疾患 129 ( 16.8 ) 

 糖尿病 90 ( 11.7 ) 

 うつ 32 ( 4.2 ) 

主観的経済状況     

 ゆとりがある 653 ( 85.2 ) 

 苦労している 113 ( 14.8 ) 

世帯構成     

 同居 562 ( 73.4 ) 

 独居 204 ( 26.6 ) 

TMIG-IC, Mean (SD) 11.9 ( 1.7 ) 

JST-IC, Mean (SD) 12.0 ( 2.9 ) 

Simpson の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.88 ( 0.04 ） 

Shannon の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.74 ( 0.09 ) 

SD：standard deviation、TMIG-IC：老研式活動能力指標、JST-IC：JST 版活動能力指標 

 

表 4．各活動多様性指標と外的基準との相関 

  
TMIG-IC    JST-IC 

r P   r P 

Simpson の多様性スコア 0.42 < 0.01  0.54 < 0.01 

Shannon の多様性スコア 0.42 < 0.01   0.55 < 0.01 

TMIG-IC：老研式活動能力指標、JST-IC：JST 版活動能力指標 
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第 4節 考察 

第 2 部第１章で作成した ADQ における再検査信頼性について検証した。その結果、

Simpson の多様性スコアと Shannon の多様性スコアにおける ICC はそれぞれ 0.78、

0.84（いずれも P＜0.01）であった。先行研究では、ICC が 0.75 から 0.90 未満を良好

な再現性と定義しており(Koo et al., 2016)、この基準から ADQ は良好な再検査信頼性

があると言える。 

対象者報告型アウトカム尺度の評価における国際基準である Consensus-based 

Standards for the selection of health status Measurement Instruments （COSMIN）(L. 

B. Mokkink et al., 2010)では、再検査信頼性の検討における重要なポイントとして、実

施間隔の適切性（測定の間隔は思い出しバイアスを避ける程度に長く、測定する構成概

念の状態が変化しない程度に短いこと）、状態の安定性（測定する構成概念の状態は測

定時点間で安定していること）を担保する必要性が示されている。実施間隔の適切性に

ついて、本研究では測定間隔を 7 日間と設定した。対象者報告型アウトカム尺度におけ

る再検査信頼性の手法についてのシステマティックレビューでは、再検査信頼性の調査

間隔として 14－20 日が最も多く用いられており（41.1％）、次いで 7－13 日（29.5％）

が多かったと報告している(Park et al., 2018)。自主グループの活動頻度（週に 1 回）を

考慮すると、調査間隔は 7 日か 14 日が候補となったが、個人の生活は身体的・精神的

状態、家族や友人、そして季節の変化などにより影響を受けやすいと考えられるため、

より短い 7 日間に設定した。7 日間もよく用いられる調査間隔の範囲内であり、本研究

の調査間隔は適切であったと考えられる。また、状態の安定性について、本研究では参

加者に対し調査期間中の生活状況の変化の有無についての評価も行っており、測定する

構成概念に関わる日常生活に大きな変化があった者はいなかったことを確認している。

これは、調査の実施間隔が適切であったため、測定概念が安定した状態で評価できてい

た結果と考えられる。 

ただし、本研究で対象となった自主グループの参加者は女性しかおらず、男性では検
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討ができていなかった。前述の COSMIN(L. B. Mokkink et al., 2010)のチェックポイン

トでは対象者数は重要なポイント（n≧30）とされているが、性別による影響について

は特別言及されておらず、アクセスしやすい女性のグループ活動参加者で行い、別性で

の確認は行わなかった。以上より、本研究における調査計画は適切であり、信頼に足る

結果であったと思われる。 

また、ADQ の構成概念妥当性についても検証した。各多様性スコアと外的基準であ

る TMIG-IC、JST-IC との相関係数は、Simpson の多様性スコアで r=0.42、r=0.54（い

ずれも P＜0.01）、Shannon の多様性スコアで r=0.42、r=0.55（いずれも P＜0.01）を

示し、ADQ は外的基準と中等度の相関があり、TMIG-IC に比べ JST-IC との相関が強

いことを示した。この結果は事前の仮定を実証するものであった。 

TMIG-IC と JST-IC は Lawton の階層的活動能力モデル(Lawton, 1972)における高次

生活機能の手段的自立以上の生活機能を評価する指標であり(Iwasa et al., 2015; Koyano, 

1991)、ADQ と評価対象とする活動レベルが同じであったため、一定の相関が認められ

たと思われる。一方で、TMIG-IC や JST-IC が高齢者における活動の“実施能力”を評価

対象としているのに対し(Iwasa et al., 2015; Koyano, 1991)、ADQ は活動の“実施状況”

を評価対象にしている点で違いがあり、外的基準との相関は強い相関ではなく、中等度

の相関であったことは妥当な結果であったと思われる。また、TMIG-IC は「バスの利

用」や「日用品の買い物」など、評価対象が「手段的自立」レベルの活動が多いのに対

し( Koyano, 1991)、JST-IC は「携帯電話の利用」や「孫や家族、知人者の世話」、「奉

仕活動やボランティア活動への参加」といった、より高次のレベルである「状況対応」

や「社会的役割」についての活動を主な対象としている（Iwasa et al., 2015）。ADQ に

おいても、趣味や余暇活動、社会参加といった「状況対応」や「社会的役割」レベルに

相当する活動が多く含まれるため、TMIG-IC よりも JST-IC との相関が強かったこと

は妥当な結果であったと思われる。以上より、ADQ は構成概念妥当性があると考えら

れた。 
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第 3部 都市部在住高齢者における活動多様性の実態 

第 1節 目的 

 本章では第 2 部で作成した活動多様性評価票（Activity Diversity Questionnaire：ADQ）

を用いて、都市部在住高齢者における活動多様性の実態を解明することを目的とした。 

 

第 2節 方法 

1）対象者 

 対象者は「お達者健診コホート 2011」（詳細は第 2 部第 2 章の方法を参照）におけ

る 2018 年調査の参加者とした。取り込み基準は 65 歳以上の高齢者、活動多様性の評

価が可能であった者とし、除外基準はデータ欠損があった者、認知症の既往を持つ者と

した。すべての対象者に対し、研究の詳細と参加のメリット・デメリットの説明を行い、

書面にて同意を得た。本研究は東京都健康長寿医療センターの倫理委員会の承認を得て

実施した（承認番号：2018-16、実施承認日：2018 年 6 月 25 日）。 

2）調査項目 

ADQ を用いて、多様性スコア（Simpson 指標、Shannon 指標）と各活動の実施割合

を評価した。各活動の実施割合は、「週に 1、2 回」以上実施している（頻度得点が 1

点以上）と回答した場合を実施とした。その他、年齢、性別、慢性疾患数（脳卒中、心

疾患、慢性閉塞性肺疾患、慢性腎臓病、がん、糖尿病）、主観的経済状況（ゆとりがあ

る、苦しい）、世帯構成（同居、独居）、BMI（適正：18.5-24.9、痩せ：18.5 未満、肥

満：25.0 以上）、Instrumental Activities of Daily Living（IADL）障害数（老研式活動

能力指標の項目 1－5 の該当数）(Koyano, 1991)、Mini-Mental State Examination（MMSE）

(O'Bryant, 2008)、World Health Organization-Five well-being index（WHO-5）(Awata 

et al., 2007)を調査した。 

3）統計解析 

活動多様性の実態を把握するために、対象者全体における多様性スコア（Simpson 指
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標、Shannon 指標）の得点分布指標（ヒストグラム、歪度、尖度）や統計量（平均、標

準偏差、中央値、得点範囲、パーセンタイル値）を算出した。また、多様性スコアの得

点分の正規性について、Shapiro-Wilk 検定を行った。さらに、内閣府による「高齢者の

経済生活に関する調査」(内閣府, 2019)において、運動習慣や就業率、社会活動率など

で性差や年齢差があることが示されており、性別と年代（前期高齢者、後期高齢者）別

に多様性スコア（Simpson 指標、Shannon 指標）と各活動の実施状況について比較を行

った。連続データはｔ検定および Mann–Whitney の U 検定にて、カテゴリカルデータ

はχ2 検定にて比較を行った。また、各多様性スコアにおける得点分布の正規性の検定

として、Shapiro-Wilk 検定を行った。すべての解析は IBM SPSS version 23.0 を用いて

行った。有意水準は 5％とした。 

 

第 3節 結果 

対象者特性 

 2018 年のお達者健診受診者は 769 名、その内データ欠損があった者が 111 名おり、

最終的な解析対象者は 658 名となった（図 1）。対象者全体の特性を表 1 に示す。女性

が 398 名（60.5％）、年齢は中央値が 72（範囲 65-91）歳、その内、前期高齢者と後期

高齢者はそれぞれ 387（58.8％）名、271（41.2％）名であった。BMI が適正域（18.5-

24.9）であった者の割合は 68.1％、MMSE と WHO-5 の平均スコアはそれぞれ 28.5（標

準偏差 1.9）点、16.9（4.8）点であった。 

 

図 1．対象者のフローチャート 
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表 1．対象者全体の特性（n=658） 

  n ％ 

年齢, Median (範囲) 72 ( 65–91 ) 

女性 398 ( 60.5 ) 

慢性疾患数     

 0 338 ( 51.4 ) 

 1 228 ( 34.7 ) 

 2+ 92 ( 13.9 ) 

主観的経済状況     

 ゆとりがある 563 ( 85.6 ) 

 苦労している 95 ( 14.4 ) 

世帯構成     

 同居 485 ( 73.7 ) 

 独居 173 ( 26.3 ) 

BMI     

 適正 448 ( 68.1 )  

 痩せ 61 ( 9.3 )  

 肥満  149 ( 22.6 )  

IADL 障害数     

 0 624 ( 94.8 ) 

 1+ 34 ( 5.3 ) 

MMSE, Mean (SD) 28.5 ( 1.9 ) 

WHO-5, Mean (SD) 16.9 ( 4.8 ) 

SD：standard deviation、BMI：Body Mass Index、IADL：Instrumental Activity of Daily 

Living、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health Organization-

Five well-being index 
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対象者全体、性別、年代別での多様性スコアの比較 

対象者全体における Simpson の多様性スコアと Shannon の多様性スコアの得点分布

を図 2 に、統計量と得点分布指標を表 2 に示す。また、対象者全体、性別、年代別での

多様性スコアを表 3 に示す。対象者全体における Simpson の多様性スコアの平均値（標

準偏差）は 0.88（0.03）、中央値は 0.89 であり、Shannon の多様性スコアの平均値は

0.75（0.08）、中央値は 0.76 であった。多様性スコアの得点分布指標は、歪度と尖度が

Simpson の指標では 4.07、-1.63 であり、 Shannon の指標では 0.70、-0.75 であった。

これらから、多様性スコアは平均値と中央値は大きく変わらないものの、どちらの指標

も得点分布が正規分布に比べ左（得点が低い方向）に裾野が広く、かつ尖った（幅が狭

い）分布をしており、この傾向は Simpson 指標の方が強いことが明らかとなった。ま

た、正規性の検定において Shapiro-Wilk 検定では、Simpson 指標と Shannon 指標のど

ちらの多様性スコアにおいても P＜0.01 であり、正規分布を認めなかった。 

性別での多様性スコアの比較では、有意差がみられなかった。一方で、年代別の検討

では、前期高齢者に比べ後期高齢者で有意に Simpson の多様性スコア（前期高齢者 vs

後期高齢者=0.89±0.03 vs 0.88±0.03、P=0.01）と、Shannon の多様性スコア（0.75±

0.08 vs 0.74±0.08、P=0.02）が低かった。 
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図 2．対象者全体における多様性スコア（Simpson 指標、Shannon 指標）の得点分布 

上図：Simpson の多様性スコア、下図：Shannon の多様性スコア 
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表 2．対象者全体における多様性スコア（Simpson 指標、Shannon 指標）の統計量と得点分布指標 

  平均値 標準偏差 中央値 
得点範囲   パーセンタイル   分布指標 

最小値 最大値   25% 50% 75%   尖度   歪度 

Simpson の 

多様性スコア 
0.88 0.03 0.89 0.69 0.93  0.87 0.89 0.90  4.07  -1.63 

Shannon の 

多様性スコア 
0.75 0.08 0.76 0.43 0.93   0.70 0.76 0.80   0.70   -0.75 

 

表 3．全体、性別、年代別による多様性スコアの比較 

  

全体 

n=658 

  性別   年代別 

 男性 (n=260)   女性 (n=398) 

P 値 

 前期高齢者 

(n=387) 
  

後期高齢者 

(n=271) 
P 値 

Mean SD  Mean SD  Mean SD  Mean SD  Mean SD 

Simpson の 

多様性スコア 
0.88 ( 0.03 )   0.88 ( 0.88 )   0.88 ( 0.03 ) 0.68   0.89 ( 0.03 )   0.88 ( 0.03 ) 0.01 

Shannon の 

多様性スコア 
0.75 ( 0.08 )  0.74 ( 0.74 )  0.74 ( 0.07 ) 0.78  0.75 ( 0.08 )  0.74 ( 0.08 ) 0.02 

SD：standard deviation 
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対象者全体、性別、年代別による各活動の実施状況の比較 

対象者全体、性別、年代別による各活動の実施状況の比較を表 4 に示す。性別の比較

では、男性に比べ女性で屋内の家事、屋外の家事、直接的な交流、間接的な交流、通院

の実施割合が有意に高く、ギャンブル、仕事、自動車・バイクの運転で有意に実施割合

が低かった。年代別での比較では、前期高齢者に比べ後期高齢者で通院、公共交通機関

の利用の実施割合が高く、ギャンブル、ショッピング、仕事、孫・子どもの世話、自動

車・バイクの運転の実施割合が低かった。 
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表 4．全体、年齢、性別による ADQ の各活動の実施割合の比較 

  
全体 

（％） 

性別   年代別 

男性

（％） 

女性

（％） 
P  前期高齢者

（％） 

後期高齢者

（％） 
P 

問 1. 屋内の家事 94.1    85.4  99.7  <0.01   94.6  93.4  0.52 

問 2. 屋外の家事 95.7   90.4  99.2  <0.01  95.3  96.3  0.55 

問 3. おしゃれ 99.2   98.5  99.7  0.06   99.7  98.5  0.08 

問 4. テレビ視聴 98.0   98.8  97.5  0.22   98.2  97.8  0.71 

問 5. ラジオ聴取 50.2   49.2  50.8  0.70   47.0  54.6  0.06 

問 6. ゲーム 26.4   30.4  23.9  0.06   27.4  25.1  0.51 

問 7. ギャンブル 6.7   15.0  1.3  <0.01  8.5  4.1  0.02 

問 8. ショッピング 53.8   51.2  55.5  0.27   57.4  48.7  0.03 

問 9. 直接的な交流 65.7   58.1  70.6  <0.01  64.6  67.2  0.50 

問 10. 間接的な交流 79.6   68.8  86.7  <0.01  79.8  79.3  0.87 

問 11. 身体的活動を伴う趣味・余暇

活動 
71.6   74.6  69.6  0.16   71.1  72.3  0.72 

問 12. 身体的活動を伴わない趣味・

余暇活動 
77.5   80.8  75.4  0.11   78.3  76.4  0.56 
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問 13. 地域・ボランティア活動 25.4   23.8  26.4  0.47   23.8  27.7  0.26 

問 14. 収入を伴う仕事 33.1   37.7  30.2  0.045   41.9  20.7  <0.01 

問 15. 孫・子どもの世話 26.0   28.5  24.4  0.24   30.0  20.3  0.01 

問 16. 介護 9.0   7.3  10.1  0.23   10.3  7.0  0.14 

問 17. 動物の世話 16.1   15.0  16.8  0.53   17.6  14.0  0.22 

問 18. 通院 27.8   23.1  30.9  0.03   24.5  32.5  0.03 

問 19. 自動車・バイクの運転 18.5   37.3  6.3  <0.01  24.3  10.3  <0.01 

問 20. 公共交通機関の利用 79.9   77.3  81.7  0.17   77.3  83.8  0.04 
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第 4章 考察 

対象者特性について 

 本研究の対象者は、他の地域在住高齢者を対象とした先行研究の対象者に比べ、年齢

が若く、BMI が適正域であった者の割合が多く、MMSE 得点や WHO-5 得点なども高

い集団であった(Awata et al., 2007; Kugimiya et al., 2019; Seino et al., 2015; Taniguchi 

et al., 2017)。これは本調査が会場招待型調査であったため、自力で会場まで来ること

が可能で、かつ自身の健康状態に比較的自信があるような高齢者が多く参加していたた

めと考えられる。そのため、都市部在住の比較的元気な高齢者における活動多様性の実

態を反映するものと考えられる。 

活動多様性の実態について 

本研究の全対象者における多様性スコアの得点分布は、Shannon の指標に比べ

Simpson の指標の方が左へ得点分布の裾野が広く、正規分布から逸脱していた。これは、

Simpson の指標は全ての種類の数を均等に実施するだけでなく、頻度得点の合計（Pi の

分母にあたる部分）を増やさないと値が 1 に近づかないため、高得点層（右側）が少な

かったと考えられる。一方で、Shannon の指標は頻度得点の合計によらず値が 1 になる

ため、Simpson の指標と比較して得点分布の偏りは少なかったものと思われる。また、

Shannon の多様性スコアの平均値は、0.75（標準偏差：0.08）であった。Lee S らの報

告(S. Lee et al., 2018)では、多様性スコアの平均値が 45－69 歳では 0.76（0.12）、70-

84 歳では 0.70（0.15）であったと報告している。本研究と先行研究では対象としてい

た活動の種類や数が違うため一概に比較はできないが、先行研究に比べ対象者の年齢の

割に平均得点がやや良値であり、得点分布（標準偏差）の幅が狭い結果であった。これ

は、本研究の対象者が比較的健康な高齢者が多く含まれていたため、得点の幅が狭かっ

たためと思われる。今後、虚弱な高齢者も対象として含めた郵送調査などを実施し、よ

り代表性が高いサンプルにおける検討が必要と思われる。 

性別での活動多様性に関するパラメータの比較では、Simpson の指標と Shannon の
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指標のどちらの多様性スコアにおいても有意差はみられなかった。内閣府の「令和元年

度 高齢者の経済生活に関する調査」によると、運動習慣や就業率、社会活動への参加

率など、性別により活動の実施割合が異なることが示されている(内閣府, 2019)ものの、

本研究の結果では多様性スコアに性差はみられなかった。これは、女性に比べ男性で実

施割合が低い傾向の活動がある一方で、女性の方が男性に比べ実施割合が低い傾向の活

動も存在し、活動全体でみると性差がみられなくなったものと思われる。実際に、性別

で各活動の実施割合をみると、女性で実施割合が有意に高かった活動は、屋内の家事、

屋外の家事、直接的な交流、間接的な交流、通院があり、男性で有意に実施割合が高か

った活動は、ギャンブル、仕事、自動車・バイクの運転があった。 

一方、年代別での比較では、後期高齢者に比べ前期高齢者で両多様性スコアが有意に

高かった。先行研究においても、加齢により活動の多様性が低下することが報告されて

おり(S. Lee et al., 2018)、本研究はこれと同様の結果を示した。各活動の実施割合の比

較では、後期高齢者に比べ前期高齢者でギャンブル、ショッピング、孫・子どもの世話、

自動車・バイクの運転などの実施割合が有意に高かった。これは、加齢により自動車等

を運転する機会が減ることが、ギャンブルやショッピングなど普段の生活圏から出る機

会にも影響を及ぼすことを反映しているものと思われる。先行研究において、自動車の

運転をしなくなった高齢者では、将来の要介護発生のリスクが上昇することが示されて

おり、自動車の運転を行わなくなったことによる活動範囲の狭小化について問題提起を

行っている(Hirai et al., 2020)。さらに同研究では、自転車や公共交通機関を利用する者

では、自動車を運転しなくなったことによる要介護発生のリスク上昇が抑制されること

も示している(Hirai et al., 2020)。本研究において、後期高齢者では前期高齢者に比べ、

公共交通機関の利用割合が高かった。これはバイクや自動車の運転をやめた高齢者が、

移動手段の代替として公共交通機関を利用し、活動範囲を保っていたことを反映してい

たものと思われる。高齢期には自動車やバイクの運転などの機会が減り、活動範囲の狭

小化が生じやすくなる。そのような状況に備え、高齢者が公共交通機関を利用しやすい
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環境を整える方策とともに、自宅周辺でも活動の多様性を維持できるような場所を早い

段階から作っておくよう高齢者に働きかける必要があると思われる。ただし、本研究に

おいて前期高齢者と後期高齢者の多様性スコアの差は 0.01 以下であり、この差が実際

の生活においてどの程度の違いであるのかは不明である。今後、より大きなサンプルに

おいて臨床的に意味のある変化量などについての検討も必要と思われる。 
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第 4部 都市部在住高齢者における活動多様性とフレイルとの関連 

第 1章 横断的検討 

第 1節 目的  

 都市部在住高齢者において、活動多様性とフレイルが関連するのか横断的に検討する

ことを目的とした。 

 

第 2節 方法 

1）研究デザイン、対象者 

本調査は「お達者健診コホート 2011」（詳細は第 2 部の第 2 章を参照）における 2018

年調査の参加者を対象とし、横断研究を行った。取り込み基準は調査項目に欠損がない

者とし、除外基準は過去 6 ヶ月以内に脳卒中や心疾患を新たに発症した者とした。ま

た、調査時に収縮期血圧が 180mmHg 以上もしくは拡張期血圧が 100mmHg 以上であ

った者は、安全面の理由から最大努力を必要とする握力測定を実施しなかったため、除

外対象とした。すべての対象者に対し、研究の詳細と参加のメリット・デメリットの説

明を行い、書面にて同意を得た。本研究は東京都健康長寿医療センターの倫理委員会の

承認を得て実施した（承認番号：2018-16、実施承認日：2018 年 6 月 25 日）。 

2）調査項目 

フレイルの評価 

フレイルは Fried らの報告（2001）に基づき定義し（体重減少、低身体活動、倦怠感、

筋力低下、歩行速度低下）、日本版 Cardiovascular Health Study (J-CHS)基準(Satake et 

al., 2017)を用いて評価した。体重減少は「過去 6 ヶ月間に 2～3kg 以上の体重減少があ

ったか」の質問に対し「はい」と回答した者、低身体活動は「軽い運動・体操をしてい

ますか」「定期的な運動やスポーツをしていますか」の質問に対しどちらも「週 1 回も

していない」と回答した者、倦怠感は「（過去 2 週間で）わけもなく疲れたような感じ

がする」の質問に「はい」と回答した者、筋力低下は握力が男性で 26kg 未満、女性で
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18kg 未満とした。歩行速度低下は通常歩行速度が 1.0m/s 未満とした。体重減少、低身

体活動、倦怠感は自己記入式問診票を用いて郵送調査で評価し、筋力低下と歩行速度低

下は調査会場で評価した。握力は握力計（Smedley-type hand dynamometer, Yagami, 

Nagoya, Japan）を用いて 2 回測定し、良値を採用した。通常歩行速度は、5ｍの歩行路

と前後 3ｍの加減速域を設定し、歩行時間をストップウォッチを用いて 1 回測定した。

上記の基準に 3 つ以上あてはまる者をフレイルと定義した。 

活動多様性の評価 

活動多様性は活動多様性評価票（Activity Diversity Questionnaire：ADQ）(Takahashi 

et al., 2020)を用いて評価し、Simpson の多様性スコアと Shannon の多様性スコアを算

出した（算出方法は第 2 部の第 2 章を参照）。評価は調査員による対面聞き取り方式で

行った。 

共変量 

社会人口統計学的因子として、年齢、性別、慢性疾患数（脳卒中、心疾患、慢性閉塞

性肺疾患、慢性腎臓病、がん、糖尿病）、主観的経済状況（ゆとりがある、苦しい）、

世帯構成（同居、独居）を、心身機能因子として、BMI（適正：18.5-24.9、痩せ：18.5

未満、肥満：25.0 以上）、Mini-Mental State Examination（MMSE）(O'Bryant, 2008)、

World Health Organization-Five well-being index（WHO-5）(Awata et al., 2007)を調査

した。MMSE は訓練を受けた専門スタッフが評価を行い、それ以外は調査員により対

面聞き取り方式にて聴取した。 

3）統計解析 

J-CHS 基準においてフレイルと判定された者をフレイル群、それ以外を健常群とし

た。2 群間における対象者特性と ADQ の各活動の実施割合について、連続データはｔ

検定および Mann–Whitney の U 検定にて、カテゴリカルデータは χ2 検定にて比較を

行った。ADQ の各活動の実施割合は、頻度得点 1 点（2 日に 1 回）以上と回答した場

合を実施と定義した。また、活動多様性とフレイルとの関連について、以下のモデルに
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則りロジスティック回帰分析を行った。Crude Model；従属変数をフレイルの有無とし、

独立変数として Simpson の多様性スコアおよび Shannon の多様性スコアを標準化した

上でそれぞれ別に投入した。Model 1； Crude Model に共変量として社会人口統計学的

因子（年齢、性別、慢性疾患数、主観的経済状況、世帯構成）で調整を行った。Model2；

Model 1 に共変量として心身機能因子（BMI、MMSE、WHO-5）を追加し調整を行っ

た。フレイルのリスク因子についてレビューした先行研究(Feng et al., 2017; Hoogendijk 

et al., 2019)において、社会人口統計学的因子と心身機能因子がフレイルのリスク因子

であることが共通して報告されており、この 2 因子に基づく共変量で調整するモデルで

検討を行った。すべての解析は IBM SPSS version 23.0 を用いて行った。有意水準は 5％

とした。 

 

第 3節 結果 

対象者特性 

 2018 年のお達者健診受診者は 769 名、その内データ欠損があった者が 111 名おり、

最終的な解析対象者は 658 名となった（図 1）。最終解析対象者の内、フレイルに該当

した者は 27 名（4.1%）であった。対象者特性を表 1 に示す。解析対象者全体での年齢

中央値が 72（範囲 65-91）歳、女性が 398 名（60.5％）、BMI が適正域であった者の

割合は 68.1％、MMSE と WHO-5 の平均スコアはそれぞれ 28.5（標準偏差 1.9）点、

16.9（4.8）点、Simpson の多様性スコアは 0.88（0.03）、Shannon の多様性スコアは

0.75（0.08）であった。2 群間での対象者特性の比較では、フレイル群では健常群と比

べ年齢（フレイル群 vs 健常群；80.5 vs 72.9 歳, P<0.01）が有意に高く、BMI 適正域者

の割合（48.1vs 68.9  %、P=0.03）、MMSE スコア（26.6 vs 28.6、P<0.01）、Simpson

の多様性スコア（0.84 vs 0.88、P<0.01)、Shannonの多様性スコア（0.66 vs 0.75、P<0.01）

が有意に低かった。 
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図 1．対象者のフローチャート
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表 1．対象者特性 

  

全体 
  

健常群  
  

フレイル群  

P n=658 n=631 n=27 

n ％   n ％   n ％ 

年齢, Median (範囲) 72 ( 65–91 )   72 ( 65–91 )   81 ( 67–91 ) <0.01 

女性 398 ( 60.5 )  382 ( 60.5 )  16 ( 59.3 ) 0.89 

教育年数, Mean (SD) 13.5 ( 2.8 )  12.5 ( 3.0 )  13.5 ( 2.8 ) 0.14 

慢性疾患数               0.37 

 0 338 ( 51.4 )  324 ( 51.3 )  14 ( 51.9 )  

 1 228 ( 34.7 )  221 ( 35.0 )  7 ( 25.9 )  

 2+ 92 ( 13.9 )  86 ( 13.6 )  6 ( 22.2 )  

主観的経済状況               0.09 

 ゆとりがある 563 ( 85.6 )  543 ( 86.1 )  20 ( 74.1 )  

 苦労している 95 ( 14.4 )  88 ( 13.9 )  7 ( 25.9 )  

世帯構成               0.20 

 同居 485 ( 73.7 )  468 ( 74.2 )  17 ( 63.0 )  

 独居 173 ( 26.3 )  163 ( 25.8 )  10 ( 37.0 )  
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BMI               0.03 

 適正 448 ( 68.1 )   435 ( 68.9 )   13 ( 48.1 )   

 痩せ 61 ( 9.3 )   55 ( 8.7 )   6 ( 22.2 )   

 肥満  149 ( 22.6 )   141 ( 22.3 )   8 ( 29.6 )   

MMSE, Mean (SD) 28.5 ( 1.9 )  28.6 ( 1.8 )  26.6 ( 3.6 ) <0.01 

WHO-5, Mean (SD) 16.9 ( 4.8 )   17.0 ( 4.8 )   16.2 ( 4.8 ) 0.42 

Simpson の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.88 ( 0.03 )  0.88 ( 0.03 )  0.84 ( 0.05 ) <0.01 

Shannon の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.75 ( 0.08 )  0.75 ( 0.08 )  0.66 ( 0.11 ) <0.01 

SD：standard deviation、BMI：Body Mass Index、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health Organization-Five 

well-being index 
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活動多様性評価票における各項目の実施割合の群間比較 

 ADQ の各活動の実施割合を表 2 に示す。対象者全体では屋内の家事、屋外の家事、

おしゃれ、テレビ視聴において実施割合が 90％以上と高く、反対にギャンブルや介護

において実施割合が 10％以下と低かった。健常群とフレイル群での比較では、フレイ

ル群で屋内の家事（フレイル群 vs 健常群；85.2 vs 94.4 %, P=0.048）、おしゃれ（92.6 

vs 99.5 %, P<0.01）、身体活動を伴う趣味・余暇活動（37.0 vs 73.0 %, P<0.01）、身体

活動を伴わない趣味・余暇活動（55.6 vs 78.7 %, <0.01）、仕事（7.4 vs 34.1 %, P<0.01）、

公共交通機関の利用（37.0 vs 81.6 %, P<0.01）で実施割合が有意に低かった。 
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表 2．各活動の実施割合の比較 

    
全体 

(%) 

健常群 

(%)  

フレイル群

(%)  
P 

1 屋内の家事 94.1 94.5 85.2 0.07 

2 屋外の家事 95.7 95.9 92.6 0.31 

3 おしゃれ 99.2 99.5 92.6 0.02 

4 テレビ視聴 98.0 98.1 96.3 0.40 

5 ラジオ聴取 50.2 50.2 48.1 0.82 

6 ゲーム 26.4 26.8 18.5 0.33 

7 ギャンブル 6.7 7.0 0.0 0.15 

8 ショッピング 53.8 54.4 40.7 0.16 

9 直接的な交流 65.7 66.1 55.6 0.25 

10 間接的な交流 79.6 80.2 66.7 0.09 

11 
身体活動を伴う趣味・余

暇活動 
71.6 73.1 37.0 <0.01 

12 
身体活動を伴わない趣

味・余暇活動 
77.5 78.4 55.6 <0.01 

13 地域・ボランティア活動 25.4 26.0 11.1 0.08 

14 収入を伴う仕事 33.1 34.2 7.4 <0.01 

15 
孫、親戚や近隣の子ども

などの世話 
26.0 26.6 11.1 0.07 

16 介護 9.0 8.9 11.1 0.45 

17 動物の世話 16.1 16.3 11.1 0.34 

18 通院 27.8 27.6 33.3 0.32 

19 自動車・バイクの運転 18.5 18.5 18.5 1.00 

20 公共交通機関の利用 79.9 81.8 37.0 <0.01 
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活動多様性とフレイルの有無との関連 

 ロジスティック回帰分析の結果を表 3 に示す。標準化 Simpson の多様性スコアの

Odds Ratio（OR）と 95％信頼区間（CI）は Crude model で OR＝0.47（95%CI：0.35-

0.62, P<0.01）であり、Model 1、2 においてもそれぞれ OR=0.47（95%CI：0.33-0.66, 

P<0.01）、OR＝0.50（95%CI：0.34-0.74, P<0.01）と有意な関連がみられた。また、

標準化 Shannon の多様性スコアの OR は Crude model で OR＝0.41（95%CI：0.30-

0.58, P<0.01）であり、Model 1、2 においてもそれぞれ OR=0.43（95%CI：0.29-0.64, 

P<0.01）、OR＝0.47（95%CI：0.31-0.73, P<0.01）と有意な関連がみられた。  
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表 3．標準化 Simpson の多様性スコアとフレイルの有無との関連におけるロジスティック回帰分析 

  
Crude model   Model 1   Model 2 

OR 95%CI P  OR 95%CI P  OR 95%CI P 

標準化 Simpson の多様性スコア 0.47 (0.35-0.62) <0.01   0.47 (0.33-0.66) <0.01   0.50 (0.34-0.74) <0.01 

年齢     1.16 (1.09-1.24) <0.01  1.15 (1.07-1.23) <0.01 

女性（Ref. 男性）     1.28 (0.50-3.27) 0.61  1.22 (0.46-3.27) 0.69 

慢性疾患数（Ref. 0）            

 1     0.64 (0.24-1.71) 0.37  0.65 (0.24-1.81) 0.41 

 2＋     1.22 (0.39-3.75) 0.74  1.22 (0.37-4.04) 0.75 

主観的経済状況（Ref. ゆとりがある）    1.86 (0.67-5.18) 0.23  2.17 (0.74-6.42) 0.16 

世帯構成（Ref. 同居）     1.27 (0.51-3.14) 0.60  1.39 (0.55-3.52) 0.49 

BMI(Ref.適正)            

 痩せ         2.34 (0.65-8.43) 0.19 

 肥満         2.11 (0.75-5.94) 0.16 

MMSE         0.90 (0.78-1.04) 0.16 

WHO-5         1.04 (0.95-1.14) 0.45 

OR：odds ratio、CI：confidence interval、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health Organization-Five well-

being index 

Crude Model：従属変数；フレイルの有無、独立変数：標準化 Simpson の多様性スコア 

Model 1：年齢、性別、慢性疾患数、主観的経済状況、世帯構成で調整 

Model 2：Model 1 に加え、BMI、MMSE、WHO-5 で調整 
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表 4．標準化 Shannon の多様性スコアとフレイルの有無との関連におけるロジスティック回帰分析 

  
Crude model   Model 1   Model 2 

OR  95%CI P    OR  95%CI P    OR  95%CI P  

標準化 Shannon の多様性スコア 0.41 (0.30-0.58) <0.01   0.43 (0.29-0.64) <0.01   0.47 (0.31-0.73) <0.01 

年齢     1.16 (1.09-1.24) <0.01  1.15 (1.07-1.23) <0.01 

女性（Ref. 男性）     1.21 (0.48-3.04) 0.69  1.13 (0.43-2.96) 0.81 

慢性疾患数（Ref. 0）            

 1     0.62 (0.23-1.66) 0.34  0.64 (0.23-1.75) 0.38 

 2＋     1.17 (0.38-3.62) 0.78  1.16 (0.35-3.84) 0.81 

主観的経済状況（Ref. ゆとりがある）    1.80 (0.65-4.99) 0.26  2.13 (0.73-6.25) 0.17 

世帯構成（Ref. 同居）     1.23 (0.50-3.03) 0.65  1.33 (0.53-3.35) 0.54 

BMI(Ref.適正)            

 痩せ         2.50 (0.71-8.75) 0.15 

 肥満         2.11 (0.75-5.93) 0.16 

MMSE         0.91 (0.79-1.05) 0.19 

WHO-5                 1.04 (0.95-1.13) 0.46 

OR：odds ratio、CI：confidence interval、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health Organization-Five well-

being index 

Crude Model：従属変数；フレイルの有無、独立変数；標準化 Shannon の多様性スコア 

Model 1：年齢、性別、慢性疾患数、主観的経済状況、世帯構成で調整 

Model 2：Model 1 に加え、BMI、MMSE、WHO-5 で調整 
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第 4節 考察 

対象者の特性について 

 本研究の対象者において、BMI が適正域であった者の割合は 68.1％、MMSE の平均

スコアが 28.5（標準偏差 1.9）点、WHO-5 の平均スコアが 16.9（4.8）点であった。他

の地域在住の 65 歳以上の高齢者を対象とした先行研究では、BMI が適正域であった者

の割合が 71.7％(Murayama et al., 2016)、MMSE の平均スコアが 27.0（3.0）点(Taniguchi 

et al., 2017)、WHO-5 の平均スコアが 16.5（1.4）点(岩佐, 2014)と報告されており、こ

れらの先行研究と比較すると本研究の対象者は BMI が適正域であった者の割合はやや

低いものの、認知機能や精神機能は比較的良好な対象であった。 

また、日本の地域在住高齢者におけるフレイル者の割合は 7.4％程度と報告されてい

るのに対し(Gotaro Kojima et al., 2017)、本対象者におけるフレイル者の割合は 4.1％と

フレイル者の割合が少なかった。 

以上より、本研究の対象者は比較的健康な高齢者が多く含まれていたと言える。本調

査は会場招致型の調査であったため、郵送調査と比べると健康への関心が高い高齢者や

自身の健康に自信がある高齢者が多く参加していた可能性がある。そのため、本研究の

結果は比較的健康な高齢者における結果ととらえる必要がある。ただし、フレイルとの

関連が見えにくいと思われる比較的健康な高齢者においても、活動多様性がフレイルと

関連していたことは重要な知見であり、活動多様性はフレイルにおいて重要な因子であ

ることを示唆していると思われる。 

2群間における各活動の実施割合の違いについて 

 先行研究において、フレイル者では健常者と比べ身体活動量が低下していることが報

告されている(Jansen et al., 2015; Kehler et al., 2018)。しかし、実際の生活のどのよう

な活動で健常者とフレイル者に違いがあるかについては検討されていなかった。 

本研究では健常者とフレイル者において実施している活動の違いについて検討し、フ

レイル群では屋内の家事、おしゃれ、身体活動を伴う趣味・余暇活動、身体活動を伴わ
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ない趣味・余暇活動、仕事、公共交通機関の利用において実施割合が低かった。これは

活動の中でも比較的高次な活動である仕事や趣味・余暇活動などへの参加が早期からな

くなり、それに追随しおしゃれをする機会や公共交通機関の利用の機会も減ってくるこ

とを表していると考えられる。先行研究においても、高齢期では比較的高次な活動から

実施頻度が減少することが報告されている(Fujiwara et al., 2003)。 

以上より、フレイル予防において比較的高次な活動である趣味や余暇活動を充実させ、

外出の機会を増やすことが重要である可能性を示唆した。 

活動多様性とフレイルの有無との関連について 

 ロジスティック回帰分析の結果、Simpson の多様性スコアと Shannon の多様性スコ

アの両指標でフレイルの有無と有意な関連が認められ、この関係は共変量で調整した上

でも有意であった。このことより、活動多様性がフレイルの独立した関連因子であるこ

とを示した。 

先行研究において、体操やスポーツなどの身体活動のみならず、読書や学習活動など

の身体活動をほとんど含まないような知的活動が、認知機能や精神機能に良好な影響を

及ぼすことが報告されている(Kurita et al., 2019; Yates et al., 2016)。また、社会参加に

おいても、社会的活動への参加は身体機能や認知機能、精神機能に良い影響をもたらし、

要介護発生リスクの抑制やウェルビーイングに繋がると報告されている(Carver et al., 

2018)。 

本研究では、身体的活動のみならず知的活動や社会参加なども含め活動全体を調査し

ており、これらの活動を多様に実施している者ほど、フレイルである割合が少ない結果

となった。このことより、身体的活動のみならず知的活動、社会参加なども含めた多様

な活動に従事することが、高齢者の健康に良い影響をもたらす可能性を示唆した。 
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第 2章 縦断的検討 

第 1節 目的 

都市部在住高齢者において、活動多様性と新規フレイル発生およびフレイルの改善と

の関係を縦断的に検討し、活動の多様性が新規フレイル発生およびフレイル改善に寄与

するか明らかにすることを目的とした。 

 

第 2節 方法 

1）研究デザイン、対象者 

本調査はお達者健診コホート 2011（詳細は第 2 部第 2 章の方法を参照）における

2018 年（ベースライン調査）と 2020 年調査（フォローアップ調査）の参加者のデータ

を使用し、2 年間の縦断研究を行った。本調査の取り込み基準はベースライン調査とフ

ォローアップ調査の両方に参加した者とした。除外基準は調査項目に欠損があった者、

過去 6 ヶ月以内に脳卒中や心疾患を新たに発症した者とした。また、調査時に収縮期血

圧が 180mmHg 以上もしくは拡張期血圧が 100mmHg 以上であった者は、安全面の理

由から最大努力を必要とする握力測定を実施しなかったため除外対象とした。全ての対

象者に対し、研究の詳細と参加のメリット・デメリットの説明を行い、書面にて同意を

得た。本研究は東京都健康長寿医療センターの倫理委員会の承認を得て実施した（承認

番号：2018-16、実施承認日：2018 年 6 月 25 日）。 

2）新規フレイル発生およびフレイル改善の評価 

フレイルは Fried らの報告（2001）に基づき定義し（体重減少、低身体活動、倦怠感、

筋力低下、歩行速度低下）、日本版 Cardiovascular Health Study（J-CHS）基準(Satake 

et al., 2017)を用いてベースライン調査時とフォローアップ調査時に評価した（評価方

法の詳細は第 4 部第 1 章の方法を参照）。フレイルの判定は、上記の基準に 3 つ以上あ

てはまる者をフレイル、1～2 つあてはまる者をプレフレイル、1 つもあてはまらない者

を健常と定義した。 
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新規フレイル発生は、ベースライン調査時に健常であった者の内、2 年間の追跡期間

中に新たにフレイルもしくはプレフレイルとなった者とした。また、フレイル改善はベ

ースライン調査時にフレイルもしくはプレフレイルであった者の内、2 年間の追跡期間

中に健常へと状態が改善した者とした。 

3）活動多様性の評価 

 活動の多様性は活動多様性評価票（Activity Diversity Questionnaire：ADQ）を用い

てベースライン調査時に評価し、Simpson の指標と Shannon の指標による多様性スコ

アをそれぞれ算出した（詳細は第 2 部第 2 章の方法を参照）(Takahashi et al., 2020)。 

4）共変量 

社会人口統計学的因子として、年齢、性別、慢性疾患数（脳卒中、心疾患、慢性閉塞

性肺疾患、慢性腎臓病、がん、糖尿病）、主観的経済状況（ゆとりがある、苦しい）、

世帯構成（同居、独居）を、心身機能因子として、BMI（適正：18.5-24.9、痩せ：18.5

未満、肥満：25.0 以上）、Mini-Mental State Examination（MMSE）(O'Bryant, 2008)、

World Health Organization-Five well-being index（WHO-5）(Awata et al., 2007)をベー

スライン調査時に調査した。 

5）統計解析 

活動多様性と新規フレイル発生との関連検討において、調査期間中に新たにフレイル

となった者を新規フレイル発生群、それ以外の者を健常群とした。また、活動多様性と

フレイル改善との関連検討において、調査期間中にフレイルが改善した者をフレイル改

善群、それ以外の者を維持群とした。健常群と新規フレイル発生群の比較および維持群

とフレイル改善群との比較を、連続データはｔ検定および Mann–Whitney の U 検定に

て、カテゴリカルデータは χ2 検定にて解析を行った。また、活動多様性と新規フレイ

ル発生およびフレイル改善との関連について、以下のモデルに則りロジスティック回帰

分析を行った。Crude Model；従属変数を新規フレイルの発生およびフレイル改善とし、

独立変数として Simpson の多様性スコアおよび Shannon の多様性スコアを標準化した
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上でそれぞれ別に投入した。Model 1； Crude Model に共変量として社会人口統計学的

因子を追加した。Model 2；Model 1 に共変量として心身機能因子を追加した。フレイ

ルのリスク因子についてレビューした先行研究(Feng et al., 2017; Hoogendijk et al., 

2019)において、社会人口統計学的因子と心身機能因子がフレイルのリスク因子である

ことが共通して報告されており、この 2 因子に基づく共変量で調整するモデルで検討を

行った。すべての解析は IBM SPSS version 23.0 を用いて行った。有意水準は 5％とし

た。 

 

第 3節 結果 

活動多様性と新規フレイル発生との関連検討 

１）対象者特性について 

活動多様性と新規フレイル発生との関連検討における対象者のフローチャートを図

1 に示す。ベースライン調査の参加者が 769 名、その内、データ欠損があった 111 名

と、ベースライン調査時にすでにフレイルおよびプレフレイルであった 332 の計 443

名を解析から除外した。さらに、フォローアップ調査で追跡不能であった者 119 名を除

外し、最終解析対象者は 207 名（年齢中央値：73 歳、年齢範囲：65-89 歳、女性： 60.4％）

となった。最終解析対象者の内、健常群が 143 名（69.1％）、新規フレイル発生群が 64

名（30.9％、プレフレイル；62 名、フレイル；2 名）であった。最終解析対象者 207 名

における対象者特性を表 1 に示す。最終解析対象者全体では、BMI が適正域であった

者が 150 名（72.5％）、MMSE 得点と WHO-5 得点の平均がそれぞれ 29.0（標準偏差

1.4）、18.5（3.8）であった。また多様性スコアは、Simpson の多様性スコアが 0.89（0.02）、

Shannon の多様性スコアが 0.77（0.07）であった。健常群と新規フレイル発生群との群

間比較では、健常群に比べ新規フレイル発生群で Simpson の多様性スコア（健常群 vs

新規フレイル発生群＝0.89±0.02 vs 0.88±0.03, P＝0.02）と Shannon の多様性（0.78

±0.07 vs 0.75±0.08, P＝0.02）が有意に低かった。それ以外の項目で 2 群間に有意な
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差はみられなかった。 

 

 

 

図 1．対象者のフローチャート
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表 1．活動多様性と新規フレイル発生との関連検討における対象者の特性 

  
全体 

n = 207 
  

健常群   新規フレイル発生群 
P 

n = 143  n = 64 

年齢, Median (範囲) 73 ( 65-89 )   72 ( 65-89 )   73 ( 65-84 ) 0.73 

女性 125 ( 60.4 )  90 ( 62.9 )  35 ( 54.7 ) 0.26 

慢性疾患数               0.22 

 0 110 ( 53.1 )  81 ( 56.6 )  29 ( 45.3 )  

 1 66 ( 31.9 )  44 ( 30.8 )  22 ( 34.4 )  

 2+ 31 ( 15.0 )  18 ( 12.6 )  13 ( 20.3 )  

主観的経済状況               0.07 

 ゆとりがある 189 ( 91.3 )  134 ( 93.7 )  55 ( 85.9 )  

 苦労している 18 ( 8.7 )  9 ( 6.3 )  9 ( 14.1 )  

世帯構成               0.11 

 同居 157 ( 75.8 )  113 ( 79.0 )  44 ( 68.8 )  

 独居 50 ( 24.2 )  30 ( 21.0 )  20 ( 31.3 )  

BMI               0.11 

 適正 150 ( 72.5 )  109 ( 76.2 )  41 ( 64.1 )  

 痩せ 14 ( 6.8 )  10 ( 7.0 )  4 ( 6.3 )  

 肥満  43 ( 20.8 )  24 ( 16.8 )  19 ( 29.7 )  

MMSE, Mean (SD) 29.0 ( 1.4 )  29.1 ( 1.3 )  28.9 ( 1.4 ) 0.35 

WHO-5, Mean (SD) 18.5 ( 3.8 )  18.7 ( 3.8 )  18.0 ( 4.0 ) 0.20 
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Simpson の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.89 ( 0.02 )  0.89 ( 0.02 )  0.88 ( 0.03 ) 0.02 

Shannon の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.77 ( 0.07 )  0.78 ( 0.07 )  0.75 ( 0.08 ) 0.02 

SD：standard deviation、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health Organization-Five well-being index 
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２）活動多様性と新規フレイル発生におけるロジスティック回帰分析の結果について 

新規フレイル発生と Simpson の多様性スコアおよび Shannon の多様性スコアとの関

連におけるロジスティック回帰分析の結果を表２、3 に示す。Simpson の多様性スコア

の Odds Ratio（OR）と 95％信頼区間（CI）は Crude model で OR＝0.72（95%CI：

0.53-0.96, P=0.03）と新規フレイル発生と有意な関連を認め、Model 1 で OR=0.69

（95%CI：0.51-0.95, P=0.02)、Model 2 で OR=0.68（95%CI：0.49-0.94, P=0.02)と共

変量で調整した上でも新規フレイル発生との有意な関連が認められた。また、Shannon

の多様性スコアの Odds Ratio（OR）と 95％信頼区間（CI）は Crude model で OR＝

0.41（95%CI：0.30-0.58, P<0.01）と新規フレイル発生と有意な関連を認め、Model 1 

で OR=0.43（95%CI：0.29-0.64, P<0.01)、Model 2 で OR=0.47（95%CI：0.31-0.73, 

P<0.01)と共変量で調整した上でも新規フレイル発生との有意な関連が認められた。 
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表 2．Simpson の多様性スコアと新規フレイル発生との関連におけるロジスティック回帰分析 

  
Crude model   Model 1   Model 2 

OR  95%CI P    OR  95%CI P    OR  95%CI P  

標準化 Simpson の多様性スコア 0.72 (0.53-0.96) 0.03   0.69 (0.51-0.95) 0.02   0.68 (0.49-0.94) 0.02 

年齢     0.62 (0.33-1.17) 0.14  0.74 (0.38-1.45) 0.38 

女性（Ref. 男性）     0.98 (0.93-1.04) 0.54  0.98 (0.92-1.04) 0.51 

既往疾患数            

 1     1.64 (0.81-3.29) 0.17  1.53 (0.75-3.11) 0.24 

 2＋     2.38 (0.99-5.76) 0.05  2.18 (0.87-5.48) 0.10 

主観的経済状況（Ref. ゆとりがある）   2.80 (0.98-7.95) 0.05  2.95 (1.0001-8.67) 0.05 

世帯構成（Ref. 同居）     1.60 (0.77-3.34) 0.21  1.63 (0.77-3.46) 0.21 

BMI(Ref.適正)            

 痩せ         0.79 (0.2-3.08) 0.73 

 肥満         2.15 (1.01-4.6) 0.05 

MMSE         0.93 (0.74-1.18) 0.57 

WHO-5                 0.98 (0.9-1.06) 0.61 

OR：odds ratio、CI：confidence interval、BMI：Body Mass Index、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health 

Organization-Five well-being index 

Crude Model：従属変数；新規フレイル発生、独立変数；標準化 Simpson の多様性スコア 

Model 1：年齢、性別、慢性疾患数、主観的経済状況、世帯構成で調整 

Model 2：Model 1 に加え、BMI、MMSE、WHO-5 で調整 
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表 3．Shannon の多様性スコアと新規フレイル発生との関連におけるロジスティック回帰分析 

  
Crude model   Model 1   Model 2 

OR  95%CI P    OR  95%CI P    OR  95%CI P  

標準化 Shannon の多様性スコア 0.41 (0.30-0.58) <0.01   0.43 (0.29-0.64) <0.01   0.47 (0.31-0.73) <0.01 

年齢     1.16 (1.09-1.24) <0.01  1.15 (1.07-1.23) <0.01 

女性（Ref. 男性）     1.21 (0.48-3.04) 0.69  1.13 (0.43-2.96) 0.81 

既往疾患数            

 1     0.62 (0.23-1.66) 0.34  0.64 (0.23-1.75) 0.38 

 2＋     1.17 (0.38-3.62) 0.78  1.16 (0.35-3.84) 0.81 

主観的経済状況（Ref. ゆとりがある）   1.80 (0.65-4.99) 0.26  2.13 (0.73-6.25) 0.17 

世帯構成（Ref. 同居）     1.23 (0.50-3.03) 0.65  1.33 (0.53-3.35) 0.54 

BMI(Ref.適正)            

 痩せ         2.50 (0.71-8.75) 0.15 

 肥満         2.11 (0.75-5.93) 0.16 

MMSE         0.91 (0.79-1.05) 0.19 

WHO-5                 1.04 (0.95-1.13) 0.46 

OR：odds ratio、CI：confidence interval、BMI：Body Mass Index、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health 

Organization-Five well-being index 

Crude Model：従属変数；新規フレイル発生、独立変数；標準化 Shannon の多様性スコア 

Model 1：年齢、性別、慢性疾患数、主観的経済状況、世帯構成で調整 

Model 2：Model 1 に加え、BMI、MMSE、WHO-5 で調整
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活動多様性とフレイル改善との関連検討 

１）対象者特性 

活動多様性とフレイル改善との関連検討における対象者のフローチャートを図 1 に

示す。ベースライン調査の参加者が 769 名、その内、データ欠損があった 111 名が除

外された。また、ベースライン調査時にすでにフレイルおよびプレフレイルであったが

332 名であり、その内フォローアップ調査で追跡不能であった者 160 名を除外し、最終

解析対象者は 172 名（年齢中央値：71 歳、年齢範囲：65-91 歳、女性：59.3％）となっ

た。最終解析対象者の内、維持群が 110 名（64.0％）、フレイル改善群が 62 名（36.0％）

となった。また、最終解析対象者の内、ベースライン調査時にフレイルであった者が 5

名（2.9％）、プレフレイルであった者が 167 名（97.1％）おり、追跡期間中に状態がフ

レイルおよびプレフレイルから健常へと改善した者は、全員ベースライン調査時にプレ

フレイルであった者からであった。最終解析対象者 172 名におけるベースライン調査

時の維持群とフレイル改善群との対象者特性の比較を表 4 に示す。最終解析対象者全体

では、BMI が適正域であった者が 110 名（64.0％）、MMSE 得点と WHO-5 得点の平

均がそれぞれ 28.7（標準偏差 1.3）、15.9（4.9）であった。また多様性スコアは、Simpson

の多様性スコアが 0.88（0.03）、Shannon の多様性スコアが 0.74（0.09）であった。維

持群とフレイル改善群との群間比較において、維持群に比べフレイル改善群で Simpson

の多様性スコア（維持群 vs フレイル改善群＝0.88±0.04 vs 0.89±0.03, P＝0.047）と

Shannon の多様性（0.73±0.09 vs 0.76±0.08, P＝0.04）が有意に高かった。それ以外の

項目で 2 群間に有意な差はみられなかった。 
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表 4．活動多様性とフレイル改善との関連検討における対象者の特性 

  
全体 

n = 172 
  

維持群   フレイル改善群 
P 値 

n = 110   n = 62 

年齢, Median (範囲) 71.0 ( 65-91 )  71.5 ( 65-91 )  70.0 ( 65-88 ) 0.17 

女性 102 ( 59.3 )  63 ( 57.3 )  39 ( 62.9 ) 0.47 

慢性疾患数               0.78 

 0 81 ( 47.1 )  50 ( 45.5 )  31 ( 50.0 )  

 1 65 ( 37.8 )  42 ( 38.2 )  23 ( 37.1 )  

 2+ 26 ( 15.1 )  18 ( 16.4 )  8 ( 12.9 )  

主観的経済状況               0.37 

 ゆとりがある 147 ( 85.5 )  92 ( 83.6 )  55 ( 88.7 )  

 苦労している 25 ( 14.5 )  18 ( 16.4 )  7 ( 11.3 )  

世帯構成               0.81 

 同居 124 ( 72.1 )  80 ( 72.7 )  44 ( 71.0 )  

 独居 48 ( 27.9 )  30 ( 27.3 )  18 ( 29.0 )  

BMI               0.66 

 適正 110 ( 64.0 )  68 ( 61.8 )  42 ( 67.7 )  

 痩せ 18 ( 10.5 )  13 ( 11.8 )  5 ( 8.1 )  

 肥満  44 ( 25.6 )  29 ( 26.4 )  15 ( 24.2 )  

MMSE, Mean (SD) 28.7 ( 1.3 )  28.7 ( 1.3 )  28.7 ( 1.3 ) 0.64 

WHO-5, Mean (SD) 15.9 ( 4.9 )  15.5 ( 5.3 )  16.6 ( 3.9 ) 0.13 
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Simpson の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.88 ( 0.03 )  0.88 ( 0.04 )  0.89 ( 0.03 ) 0.047 

Shannon の多様性スコア, 

Mean (SD) 
0.74 ( 0.09 )   0.73 ( 0.09 )   0.76 ( 0.08 ) 0.04 

SD：standard deviation、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health Organization-Five well-being index 
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２）活動多様性とフレイルの改善におけるロジスティック回帰分析の結果について 

活動多様性とフレイルの改善におけるロジスティック回帰分析の結果を表５、６に示

す。Shannon の多様性スコアの Odds Ratio（OR）と 95％信頼区間（CI）は Crude model

で OR＝1.43（95%CI：1.02-2.00, P=0.04）、Model 1 では OR=1.42（95%CI：1.01-

1.99, P=0.05)とフレイルの改善に有意な関連が見られたが、Model 2 では有意な関連は

認められなかった。また、Simpson の多様性スコアでは、全てのモデルにおいてフレイ

ルの改善と有意な関連はみられなかった。 
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表 5．Simpson の多様性スコアとフレイル改善との関連におけるロジスティック回帰分析 

  
Crude model   Model 1   Model 2 

OR  95%CI P    OR  95%CI P    OR  95%CI P  

標準化 Simpson の多様性スコア 1.42 (0.99-2.03) 0.051   1.41 (0.99-2.01) 0.06   1.32 (0.90-1.94) 0.15 

年齢     1.26 (0.64-2.47) 0.51  1.30 (0.64-2.61) 0.47 

女性（Ref. 男性）     0.96 (0.91-1.01) 0.12  0.95 (0.90-1.01) 0.08 

既往疾患数            

 1     1.03 (0.50-2.12) 0.94  1.06 (0.51-2.20) 0.87 

 2＋     0.78 (0.30-2.08) 0.63  0.86 (0.32-2.35) 0.77 

主観的経済状況（Ref. ゆとりがある）    0.60 (0.23-1.56) 0.29  0.64 (0.24-1.75) 0.39 

世帯構成（Ref. 同居）     1.11 (0.54-2.26) 0.79  1.10 (0.54-2.26) 0.80 

BMI(Ref.適正)            

 痩せ         0.61 (0.19-2.01) 0.42 

 肥満         0.82 (0.38-1.79) 0.62 

MMSE         0.97 (0.74-1.27) 0.83 

WHO-5                 1.03 (0.96-1.11) 0.39 

OR：odds ratio、CI：confidence interval、BMI：Body Mass Index、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health 

Organization-Five well-being index 

Crude Model：従属変数；フレイルの改善、独立変数；標準化 Simpson の多様性スコア 

Model 1：年齢、性別、慢性疾患数、主観的経済状況、世帯構成で調整 

Model 2：Model 1 に加え、BMI、MMSE、WHO-5 で調整 
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表 6．Shannon の多様性スコアとフレイル改善との関連におけるロジスティック回帰分析 

  
Crude model   Model 1   Model 2 

OR  95%CI P    OR  95%CI P    OR  95%CI P  

標準化 Shannon の多様性スコア 1.43 (1.02-2.00) 0.04   1.42 (1.01-1.99) 0.05   1.34 (0.93-1.93) 0.12 

年齢     1.29 (0.66-2.53) 0.46  1.32 (0.66-2.65) 0.44 

女性（Ref. 男性）     0.96 (0.91-1.01) 0.13  0.95 (0.90-1.01) 0.08 

既往疾患数            

 1     1.02 (0.50-2.10) 0.96  1.06 (0.51-2.20) 0.88 

 2＋     0.80 (0.30-2.13) 0.65  0.88 (0.32-2.40) 0.80 

主観的経済状況（Ref. ゆとりがある）    0.59 (0.23-1.54) 0.28  0.64 (0.24-1.74) 0.38 

世帯構成（Ref. 同居）     1.10 (0.54-2.25) 0.80  1.09 (0.53-2.25) 0.81 

BMI(Ref.適正)            

 痩せ         0.62 (0.19-2.04) 0.43 

 肥満         0.82 (0.38-1.77) 0.61 

MMSE         0.97 (0.74-1.27) 0.81 

WHO-5                 1.03 (0.96-1.11) 0.38 

OR：odds ratio、CI：confidence interval、BMI：Body Mass Index、MMSE：Mini-Mental State Examination、WHO-5：World Health 

Organization-Five well-being index 

Crude Model：従属変数；フレイルの改善、独立変数；標準化 Shannon の多様性スコア 

Model 1：年齢、性別、慢性疾患数、主観的経済状況、世帯構成で調整 

Model 2：Model 1 に加え、BMI、MMSE、WHO-5 で調整
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第 4節 考察 

対象者の特性について 

活動多様性と新規フレイル発生との関連検討において、対象者の年齢の中央値が 73

歳であったが、BMI が適正域であった者の割合が 75.8％、MMSE と WHO-5 の平均ス

コアがそれぞれ 29.0（標準偏差 1.4）と 18.5（3.8）であった。他の地域在住の 65 歳以

上の高齢者を対象とした先行研究では、BMI が適正域であった者の割合が 71.7％

(Murayama et al., 2016)、MMSE の平均スコアが 27.0（3.0）点(Y. Taniguchi et al., 2017)、

WHO-5 の平均スコアが 16.5（1.4）点(岩佐, 2014)と報告されており、これらと比較す

ると本研究の対象者は心身機能の指標が良値であった。 

また、研究期間中に新たにフレイルとなった者は 2 名のみ（新規発生率：4.8 人/1000

人年）であり、先行研究の報告（新規発生率：12.0 人/1000 人年）(Ofori-Asenso et al., 

2019)と比較するとフレイルの発生率は低値であった。 

さらにフレイルの改善について、本研究においてフレイル改善群となった者は 62 名

（36.0％）であり、ベースライン調査時にプレフレイルであった者が全てであった。フ

レイルの転帰についてメタ解析を行った先行研究では、プレフレイル者が健常へと状態

が改善する割合は 23.1％程度と報告しており（対象研究の平均追跡期間：3.9 年）(G. 

Kojima et al., 2019)、この結果と比較すると本研究の対象者のフレイルの改善率は良好

であったと思われる。 

これらより、本研究における対象者は比較的元気な高齢者が多く含まれていたと思わ

れる。これは、本研究が会場招致型の調査であったため、自身の健康状態に自信がある

高齢者や健康への関心が強い高齢者が多く参加していたことが考えられ、その結果とし

て比較的健康な高齢者が多く参加した可能性がある。また、フレイルが発生した結果と

して入院や死亡などの健康状態の悪化を来した者が追跡調査から脱落したことも原因

として考えられる。 

以上より、本研究の結果は健康な高齢者における結果であることを考慮し解釈する必
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要がある。ただし、フレイルとの関連が見えにくいと思われる比較的健康な高齢者にお

いても、活動多様性が新規フレイル発生やフレイルの改善に関連していたことは重要な

知見であり、活動多様性はフレイル対策において重要な因子である可能性を示唆したも

のである。 

また、ベースライン調査における 2 群間の対象者特性の比較では、新規フレイル発生

とフレイル改善のどちらにおいても、健常群に比べフレイル群で Simpson の多様性ス

コアと Shannon の多様性スコアが有意に低値であった。それ以外の項目では、2 群間に

有意な差は認められなかった。これは、今回の調査項目の中でも活動多様性が新規フレ

イル発生およびフレイルの改善において重要な因子であることを示唆しているものと

思われる。 

活動多様性と新規フレイル発生およびフレイルの改善との関連について 

 活動多様性と新規フレイル発生におけるロジスティック回帰分析の結果、Crude 

model において多様性スコアと新規フレイル発生との間に有意な関連がみられ、活動多

様性が高い者では、2 年後のフレイル発生リスクが有意に低かった。これは Model 1, 2

において共変量で調整した上でも有意なままであった。先行研究(Abe et al., 2020; 

McPhee et al., 2016)において、運動や農業、知的活動、社会参加などへの従事はフレイ

ルの発生のリスクが有意に低かったことが報告されている。本研究で活動多様性の評価

に用いた ADQ にはこれらの活動が全て含まれており、多様性スコアが高かった者でフ

レイルの発生率が低かったことは妥当な結果であったと思われる。また、活動全体の実

施パターン別に高齢者をグループ分けし、健康アウトカムとの関連を検討した先行研究

では、調査対象としていた全ての活動について実施頻度が高いパターンの高齢者では、

そうでないパターンの高齢者に比べ、主観的健康感やうつ症状、認知機能が良好であっ

たことが報告されている(Amano et al., 2018; Morrow-Howell et al., 2014)。これらの研

究は、活動全体を評価し様々な種類の活動を高頻度で実施することの重要性を示した点

で、本研究と結果が一致していた。本研究の結果は、フレイル予防において多様な活動
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を実施することの重要性を示したものであり、活動の多様性を維持・向上させることで

フレイルを予防できる可能性を示唆した。 

 また、活動多様性とフレイルの改善との関連について、Shannon の多様性スコアのみ

フレイルの改善と有意な関連が認められた。この関連は Model 1 において社会人口統

計学的因子を調整した上でも有意であった。しかし、Model 2 において心身機能因子で

調整した際には、Shannon の多様性スコアとフレイルの改善との有意な関連は消失し

ており、両因子の関連には心身機能因子が介在しているものと考えられる。したがって、

すでにフレイルである者においては、生活習慣の改善のみならず、筋力トレーニングや

栄養介入(Tarazona-Santabalbina et al., 2016)など、心身機能に対する積極的な介入が必

要であると思われる。 

本研究の限界について 

 本研究の限界として、本研究が比較的健康な高齢者が対象であったことがあげられる。

これは前述の通り、本研究が会場招致型の調査であったため、比較的健康な高齢者が多

く参加していたためと思われる。さらに、本研究の対象者が比較的健康であったため、

フレイルの新規発生者が少なく、フレイルの新規発生の定義にプレフレイルも含まれて

いたことも限界点である。今後、虚弱な高齢者からもデータが取れるよう郵送調査など

を実施し、より代表性が高いサンプルにおける検討や、純粋なフレイルに対象を絞った

検討が必要と思われる。 
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第 5部 総合考察 

本研究から得られた知見 

 本研究では、活動多様性という新たな概念が新規フレイル発生およびフレイルの改善

に寄与するか解明することを目的に、活動多様性評価票の作成、活動多様性の実態解明、

活動多様性と新規フレイル発生およびフレイル改善との関連解明を行った。 

まず第 2 部では、活動の多様性を評価するための指標である活動多様性評価票

（Activity Diversity Questionnaire：ADQ）を作成した。ADQ は Simpson の指標

(Simpson, 1949)および Shannon の指標(Shannon, 1948)を用いて多様性スコアを算出

するものであり、活動の“種類の多さ”のみならず“偏りのなさ”も同時に考慮可能な評価

指標である(Takahashi et al., 2020)。ADQ は高齢者領域の専門家との合議や地域在住高

齢者による事前調査など適切な手順(Lidwine B. Mokkink et al., 2010; Terwee et al., 

2018)を踏み作成されており、十分な信頼性と妥当性を有することが確認された

(Takahashi et al., 2020)。 

第 3 部では、第 2 部で作成した ADQ を用いて、都市部在住高齢者における活動多様

性の実態について明らかにした。その結果、都市部在住高齢者において、Simpson の多

様性スコアでは平均値（標準偏差）が 0.88（0.03）であり、統計学的に 95％の者が 0.82-

0.94 の間（平均±2 標準偏差）の値を取り、Shannon の多様性スコアでは平均値が 0.75

（0.08)であり、統計的に 95％の者が 0.59-0.91 の間の値を取ることを示した。本結果

は、都市部在住高齢者における多様性スコアの一つの基準として用いることが可能と考

える。また、Simpson および Shannon の多様性スコアは性別では有意差はみられなか

ったものの、前期高齢者に比べ後期高齢者では各多様性スコアが有意に低いことが分か

った。これらの結果から、活動の多様性は性別よりも加齢による影響を受けやすいこと

を示した。先行研究において、52 歳以上の成人では加齢と共に身体活動量が低下して

いくことが報告されているが(Speakman et al., 2010)、活動の多様性も加齢と共に低下

することを示したことは新たな知見であり、加齢に伴う活動多様性の低下に留意する必
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要がある。 

第 4 部では、都市部在住高齢者において活動多様性とフレイルとの関連について検討

を行った。第 1 章では、活動多様性とフレイルとの関連について横断研究を行い、活動

多様性がフレイルの独立した関連因子であることを示した(Takahashi et al., 2021)。さ

らに、第 2 章では活動多様性と新規フレイル発生およびフレイルの改善との関連につい

て 2 年間の縦断研究を行った。新規フレイル発生においては全ての共変量を調整した上

でも有意な関連を示し、活動の多様性は新規フレイル発生の独立した因子であることを

示した。一方で、フレイルの改善においては全ての共変量で調整後には、有意な関連が

認められず、心身機能因子などの介在因子の検討が必要と考えられた。これまで活動と

健康アウトカムとの関連について多くの研究が行われてきたが、その多くは活動の量

（種類数や頻度の合計など）に着目した研究であった。本研究では活動の種類数だけで

なく活動間の相対的な関係性（偏りのなさ）も考慮した活動の多様性に着目しており、

活動多様性という新たな評価概念がフレイル予防において重要な要因であることを明

らかにした。 

本研究の意義について 

本研究では、新たな評価概念である活動多様性の評価方法を確立し、活動多様性がフ

レイルの新規発生に寄与することを明らかにした。これまで活動全体を対象にした研究

では、研究ごとに対象となった活動の種類や数が異なっており(H. Y. Lee et al., 2018; S. 

Lee et al., 2018; Menec, 2003; Verghese et al., 2003)、研究間の比較検討が困難であっ

た。また、評価方法の信頼性や妥当性が検証されておらず、評価の信憑性は不明であっ

た。今回開発した活動多様性評価票（ADQ）はこれらの問題を解決し得るものであり、

ADQ を活用すれば信頼性と妥当性が担保された方法で評価が可能となり、研究間での

比較検討が可能になる。これにより、当該研究分野におけるエビデンスの構築が加速さ

れる可能性が考えられる。また、活動の多様性という新たな視点での評価指標が示され

たことで、従来の評価指標では見落とされてきたフレイルのリスク者を発見できる可能
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性や新たな介入方法の開発に繋がる可能性がある。さらに、活動の多様性はフレイルの

みならず、認知機能障害や入院、死亡といった別の健康アウトカムにおいても重要な因

子である可能性があり、当該研究分野の発展が期待される。以上より、本研究は高齢者

におけるフレイル対策において一定の貢献をもたらしたと考える。 

フレイル対策における活動多様性の重要性について 

 本研究では、活動の多様性が新規フレイル発生における重要な原因因子であることを

明らかにした。フレイル発生の原因因子として、人口統計学的因子（年齢、性別、経済

的状況など）や心身機能因子（BMI、認知機能、主観的健康感など）、生理学的因子（炎

症状態、栄養状態、内分泌因子など）、臨床的因子（慢性疾患、低栄養、認知機能障害

など）、生活習慣因子（身体的活動量、食習慣、飲酒・喫煙習慣、活動など）等が報告

されている(Feng et al., 2017; Hoogendijk et al., 2019)。しかし、人口統計学的因子や臨

床的因子などは高齢期では修正が困難であり、フレイル予防の対象とするのには不向き

である。一方で、生活習慣因子は比較的修正が容易な因子であり、多くの研究者から注

目されている(Feng et al., 2017)。フィンランドで行われた the Finnish Geriatric 

Intervention Study to Prevent Cognitive Impairment and Disability (FINGER)研究では、

60-77 歳の高齢者を対象に運動・食事・認知機能トレーニング・血管リスク管理などの

生活習慣に対する介入を行った結果、認知機能の低下が抑制されたことが報告されてお

り(Ngandu et al., 2015)、生活習慣因子に介入することで健康アウトカムの悪化を予防

できる可能性が示されている。フレイルにおいても、日常の活動の多様性を維持・改善

するような介入によりフレイルを予防できる可能性があり、今後介入研究を行い効果を

検証する必要がある。 

 一方、活動多様性とフレイル改善との関連におけるロジスティック回帰分析では、単

変量および社会人口統計学的因子で調整したモデルでは有意な関連がみられたものの、

さらに心身機能因子でも調整したモデルでは有意な関連が消失した。このことより、活

動多様性とフレイル改善との関連には心身機能因子が介在する可能性が示唆された。先
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行研究においても、フレイルの改善に握力や歩行速度などの身体機能が有意に関連して

いたものの、運動習慣や趣味の有無などの生活習慣は有意な関連がみられなかったこと

を報告している(解良, 2015)。このように、フレイルの予防とフレイルの改善では別の

戦略が必要である可能性があり、既にフレイルである者については、生活習慣の改善だ

けでなく心身機能に対する積極的な介入が必要であることが示唆された。 

活動多様性の維持・向上に向けた介入方法の提案 

本研究では活動の多様性について、性別、年代別、さらにフレイルの有無別で比較を

行っており、その知見から活動多様性の維持・向上に向けた介入方法の提案を行う。 

まず、介入が必要な対象者像について述べる。性別と年代別での検討では、多様性ス

コア（Simpson の指標、Shannon の指標）に性差はみられなかった。一方、年代による

違いがみられ、前期高齢者に比べ後期高齢者では各多様性スコアが有意に低かった。さ

らに、フレイルの有無別での比較においては、新規フレイル発生者では健常者に比べフ

レイルとなる 2 年前より有意に多様性スコアが低かった。以上より、活動の多様性に対

する介入では、性別による介入よりも、後期高齢者に向けた介入が必要であることが分

かった。また、まだフレイルに至ってはいない者でも、活動の多様性の低下が認められ

る高齢者に対しては、活動多様性の維持・向上に向けた介入が必要であることを示した。 

次に、多様性スコアに違いがあった年代別、フレイルの有無別に、ADQ の各活動の

実施割合を比較し、活動の多様性を維持・向上させるための介入方法について提案を行

う。年代別での比較では、前期高齢者に比べ後期高齢者でショッピング、ギャンブル、

仕事、孫・子どもの世話、自動車・バイクの運転といった活動の実施割合が有意に低か

った。健常者とフレイル者での比較では、健常者に比べフレイル者において、おしゃれ、

身体活動を伴う趣味・余暇活動、身体活動を伴わない趣味・余暇活動、仕事、公共交通

機関の利用の実施割合が有意に低く、加齢により実施割合が低下する活動とフレイルに

より実施割合が低下する活動では特徴が異なっていた。加齢により実施割合が低くなる

特徴的な活動として、仕事や孫・子どもの世話、自動車・バイクの運転などがあり、自
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身の心身機能の衰えというよりも社会の制度や他者の変化に影響を受けやすい活動が

多くみられた。一方で、フレイル者では、おしゃれ、身体活動を伴う趣味・余暇活動、

身体活動を伴わない趣味・余暇活動、公共交通機関の利用など、社会や他者からの影響

というよりも、自身の心身機能の低下に大きな影響を受けやすい活動が多かった。社会

や他者からの影響による実施割合の低下は不可抗力的な部分も多いが、心身機能の変化

による活動の実施割合の低下は防ぐべきポイントである。特に趣味・余暇活動は実施頻

度が低下することで外出の機会が低下し、おしゃれや公共交通機関の利用などの他の活

動の実施機会までも減ってしまうことが考えられ、重要性が高いと思われる。心身機能

の衰えは少なからず加齢と共に進行するものであり、完全に防ぐことは困難である。そ

のため、心身機能の衰えが始まっても、通いやすい場や機会を社会として作っていく必

要がる。厚生労働省では、平成 26 年度より一般介護予防事業として、「通いの場」事

業を開始している。通いの場は地域における住民主体の介護予防活動であり、全ての高

齢者を対象とすることや、高齢者が歩いて通える範囲に展開することなどがコンセプト

として掲げられている(厚生労働省, 2017)。通いの場は加齢による心身機能の衰えが見

え始めても参加し続けることが可能な場であり、通いの場に通うことで外出や運動、社

会参加、他者との交流などの機会が増え、活動の多様性が維持されやすいと思われる。

今後、行政や専門職において、多様な活動を実施することの重要性を高齢者に周知する

と共に、通いの場などへの参加を呼びかけ、高齢者における活動の多様性を維持・向上

させる働きかけが必要になると思われる。 

本研究の強みと限界点、今後の展望 

本研究の強みとして、以下の点があげられる。まず、本研究は横断研究と縦断研究か

ら活動多様性とフレイルとの関連を検討できており、単純な関連の有無だけでなく因果

関係まで検討している点である。次に、本調査は会場において実際に対象者の身体機能

を評価しフレイルの判定を行っており、また対象者回答型の評価項目については調査員

による聞き取りによる評価を行っているため、信頼性の高い評価ができていた点があげ
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られる。 

一方、本研究の限界点として、以下の点があげられる。まず、対象が都市部在住の高

齢者のみであることや、比較的健康な高齢者が多く取り込まれていたことから、サンプ

ルの代表性が限定的である点があげられる。比較的健康な高齢者が多く取り込まれてい

たことについては、今回の研究フィールドとなったお達者健診コホート 2011 が会場招

致型の調査であったため、会場まで自力で歩ける者や自身の健康に比較的自信があった

者が多く含まれたためと思われる。今後、郵送調査等で比較的健康度が低い高齢者や都

市部以外に住む高齢者も対象とした調査を行い、さらなる検討を行う必要があると思わ

れる。次に、活動多様性と新規フレイル発生との関連検討において、解析除外者が多く

（443 名）、統計的検出力が限定的である点があげられる。本研究では、限界点の 1 点

目でも述べたとおり、比較的健康な高齢者が対象となっていたため、フレイル発生者が

少なくプレフレイル者も含めて新規フレイル発生を定義した。これにより、ベースライ

ンでの除外者が多くなってしまった。今後、健康度が比較的低い高齢者も含んだサンプ

ルでの検討や追跡期間を延長した研究デザインでの検討が必要と思われる。最後に、本

研究は観察研究であり、介入研究により活動多様性への介入効果が検証されていない点

があげられる。本研究において活動多様性がフレイル発生の独立因子であることを示し

たが、実際に活動多様性に対する介入を行うことでフレイルの発生を抑制できるかどう

かは不明である。今後、活動多様性に対する介入研究を実施し、介入の効果や効果的な

介入方法を検討する必要がある。 

今後の展望として、活動多様性についての重要性の普及・啓発として、活動多様性

のチェックリストの作成が考えられる。チェックリストを用いて自分自身の活動を客

観的に評価することで、普段の活動の実施状況についての気づきが促され、生活習慣

の改善に繋がる可能性がある。さらに、チェックリストは紙媒体以外に、スマートフ

ォンやパーソナルコンピュータ上のアプリケーションでの作成も考えている。スマー

トフォンなどを用いて活動の多様性をチェックすることで、多様性スコアの算出が容
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易になる。また、経時的な変化も確認することが可能となる。このように、高齢者が

自身の活動の多様性を容易に把握できるようなツールの開発を行い、活動多様性を普

及することで、健康寿命延伸の実現を目指していく。 
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